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はじめに 

 
 平成 27 年の水防法改正により、洪水・高潮に対する避難体制の充実・強化が図ら

れ、川崎市地域防災計画に定められた災害時要配慮者利用施設等の所有者又は管理者

（以下「施設管理者等」という。）には、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義

務付けられました。また、平成 29 年の水防法改正により、市長への避難確保計画の

提出及び避難訓練実施結果の報告が義務化されました。 
 
 一方、土砂災害については、平成 29 年 6 月の土砂災害防止法改正により、川崎市

地域防災計画に定められた災害時要配慮者利用施設等の施設管理者等に対し、避難確

保計画の作成、避難訓練の実施及び市長への避難確保計画の提出が義務付けられまし

た。 
 
 その後、令和元年東日本台風（台風第 19 号）や令和 2 年 7 月豪雨では、避難確保

計画を作成していた高齢者施設において、多数の人的被害が発生しました。特に令和

2 年 7 月豪雨では、高齢者施設で 14 名の方が犠牲となる痛ましい被害が発生しまし

た。これらの被害を踏まえ、水防法及び土砂災害防止法が改正され、水防法は令和 3
年 7 月、土砂災害防止法は令和 3 年 5 月に施行されました。これにより、市町村によ

る避難確保計画及び避難訓練に関する助言・勧告制度が創設されたほか、土砂災害防

止法では避難訓練実施結果の報告が義務化され、避難情報についても「避難勧告」と

「避難指示」が「避難指示」に一本化されるなど、防災・避難体制の強化が図られま

した。 
 
 また、高潮対策については、平成 31 年に神奈川県が高潮浸水想定区域を指定しま

したが、令和元年房総半島台風（台風第 15 号）による高潮被害等を踏まえ、令和 2
年 6 月に国が高潮浸水想定区域図作成の手引きを改訂しました。これを受けて東京湾

沿岸の高潮浸水想定区域の見直しが行われ、令和 6 年 2 月には「東京湾沿岸における

高潮浸水想定区域図」が公表されました。 
 
 川崎市では、これまで「災害時要配慮者利用施設等の洪水・高潮時の避難確保計画

作成のてびき（地下街等は作成要領）」及び「災害時要配慮者利用施設の土砂災害時の

避難確保計画作成のてびき」並びに各種ひな形を作成・改訂し、施設管理者等による

避難確保計画の作成・見直しを支援してきました。 
 
 このたび、令和 8 年 5 月からの「新たな防災気象情報」の運用開始を踏まえ、洪水、

内水氾濫、高潮及び土砂災害のリスクを有する施設の避難確保計画の作成を支援する

ため、「災害時要配慮者利用施設用 洪水・内水氾濫・高潮・土砂災害時の避難確保計

画作成のてびき」及び「災害時要配慮者利用施設用 洪水・内水氾濫・高潮・土砂災害

時の避難確保計画ひな形」を新たに作成しました。 
 
 施設管理者等の皆様におかれましては、まず施設の災害リスクを確認いただいた上

で、「作成のてびき」及び「ひな形」を活用し、避難の実効性向上に向けた避難確保計

画の作成・見直しに取り組んでいただくとともに、計画の提出をお願いいたします。

また、提出した計画に基づき毎年度避難訓練を実施し、その結果を所定の方法により

報告していただきますようお願いいたします。  
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１ 洪水について 

 

 

（１）洪水とは 

   河川の流域に大雨が降ったり、山の積雪が春に融けたりして、河川に多量の

水が流出してくる現象を洪水といいます。 

   川崎市で洪水が発生する場合の気象的な原因は、出水期（6 月から 10 月ごろ

まで）の前線や台風に伴う大雨が主なものと考えられます。日本では雨が多

く、山地が海に迫っているために、河川の長さは短く、勾配も急で、山地の雨

は短時間に平野部に流れ出てきて氾濫しがちとなります。このため、洪水の被

害は比較的多い国であるといえます。 

   また、日本の気象災害のなかでは、洪水による被害は、人的被害においても

物的被害においても、もっとも大きな災害をもたらすものといえます。それ

は、日本の平野はその大部分が、河川が土砂を運んできたことによってできた

平野であり、そこに多くの人口や資産が集中していることに原因があります。

そして、川崎市の平野部もまさに、多摩川の堆積作用などにより形成されたも

のと考えられています。 

 

（２）洪水浸水想定区域とは 

   想定最大規模降雨によって、対象とする河川の堤防が破堤又は溢水した場合

に、その氾濫水により浸水することが想定される区域です。 

   多摩川及び鶴見川については、国が管理する部分の洪水浸水想定区域が、平

成２８年(2016 年 )５月と８月にそれぞれ公表されました。前提となる降雨条件

（「想定最大規模降雨」と「計画規模降雨」）は、以下の表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   公表された情報（洪水リスク）には以下のものがあります。 

●浸水想定区域（最大規模降雨、計画規模降雨） 

●想定される浸水深 

●浸水継続時間（浸水深が 0.5ｍ（床上浸水相当）に達してから、その浸 

水深を下回るまでの時間） 

●家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食） 

 

 

     

※ 多摩川と鶴見川の「想定最大規模降雨」と「計画規模降雨」の比較 

区  分 
多摩川 鶴見川 

想定最大規模降

雨 
計画規模降雨 

想定最大規模降

雨 
計画規模降雨 

想定降雨 
２日間総雨量 

５８８ｍｍ 
２日間総雨量 

４５７ｍｍ 
２日間総雨量 

７９２ｍｍ 
２日間総雨量 

４０５ｍｍ 

洪水や浸水想定区域がどのようなものか知っておきましょう。 
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【参考】最大規模降雨による洪水浸水想定区域の例（多摩川） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）洪水浸水想定区域の確認方法 

   浸水想定区域は、「ガイドマップかわさき」で確認することができます。 

http://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?mp=131&bt=0 

 

（４）洪水時の家屋倒壊等氾濫想定区域とは 

   堤防沿いの地域等、家屋の倒壊・流失をもたらすような、堤防決壊に伴う激

しい氾濫流や河岸侵食が発生することが想定される区域です。 

   浸水想定区域内で、氾濫流内で木造家屋にお住まいの場合又は河岸浸食内

は、洪水時に避難情報に従って安全な場所に確実に立ち退く必要があります。 

 

【参考】洪水時の家屋倒壊等氾濫想定区域の例（多摩川） 

      ＜氾濫流＞                ＜河岸侵食＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

http://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?mp=131&bt=0
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（出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドラインの改定（令和８年３月）」 
 

２ 内水氾濫について 

 

 

（１）内水氾濫とは 

   大雨で排水が追いつかず、下水道や水路等から水があふれて浸水する現象を

内水氾濫といいます。 

   川崎市で内水氾濫が発生する場合の気象的な原因は、出水期（6 月から 10 月

ごろまで）の前線や台風に伴う大雨が主なものと考えられます。また、一般的

な下水道の排水能力は時間約５０ミリの雨量（川崎市では時間雨量５２～５８

ミリに対応）を排水できるとされており、それ以上の雨が短時間に降ることで

発生します。そのため、近年増加傾向にある、短時間強雨の発生で最も起こり

やすい災害と言えます。 

   また、内水氾濫には、下水道の排水施設の能力不足等による「氾濫型の内水

氾濫」と、河川等の水位上昇に伴い当該雨水を排水できない場合に発生する

「湛水型の内水氾濫」があります。「氾濫型の内水氾濫」は、レベル 4 大雨危険

警報で扱われる一方で、「湛水型の内水氾濫」はレベル４大雨危険警報で扱われ

ない運用となっているため、特に河川が近く、低地であるような場所について

は、周辺河川の状況も加味した上で、避難行動を取る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内水ハザードマップの確認方法 

浸水想定区域は、「ガイドマップかわさき」で確認することができます。 

http://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?mp=131&bt=0 

内水氾濫や浸水想定区域がどのようなものか知っておきましょう。 
 

http://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?mp=131&bt=0
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３ 高潮について 

洪水や浸水想定区域がどのようなものか知っておきましょう。 
 

（１）高潮とは 

   高潮は、台風や発達した温帯低気圧に伴い、気圧が下がり海面が吸い上げら

れ（気圧が１ヘクトパスカル低くなると、海面は約１センチメートル上昇しま

す）、強風により海水が海岸に吹き寄せられることで海面が異常に上昇し、海水

が海岸堤防等を超えると一気に浸水します。（高潮は、基本的に台風や発達した

温帯低気圧の接近・通過時に想定されます。） 

 

（２）高潮浸水想定区域とは 

  ア 平成２７年(2015 年 )の水防法改正により、想定し得る最大規模の

高潮に対する避難体制等の充実・強化のため、高潮による浸水

想定区域を公表する制度及び海岸の水位により浸水被害の危険

を周知する制度が創設されました。 

この水防法の規定に基づき、神奈川県は、平成３１年４月に

「高潮浸水想定区域」の指定を実施しましたが、令和元年(2019 年)

房総半島台風(台風第 15 号)により高潮被害が発生したこと等を踏ま

え、国により「高潮浸水想定区域図作成の手引き」が改定された

ことから、神奈川県は国の手引きに準拠し、高潮浸水想定区域等

を見直し、令和６年２月に「高潮浸水想定区域図」を改めて作成

し、公表しました。 

  イ 想定される高潮の基本的な設定条件は次の通りです。 

●中心気圧は室戸台風(910hPa)を想定 

●台風の経路・速度及び半径の条件を増やして検討し、より影 

響の大きい台風を選定 

●高潮と同時に河川での洪水を考慮（計画規模の降雨による洪 

水） 

●最悪の事態を想定し、堤防等の決壊を見込む（決壊しない場 

合も含めて検討） 

   ●排水施設（ポンプ場）が浸水した場合、排水機能の停止を考 

   慮  

  ウ  公表された情報（高潮リスク）には次のものがあります。 

●浸水想定区域 

●想定される浸水深 

●浸水継続時間（浸水深が 0.5ｍ（床上浸水相当）に達してから、その浸水 

深を下回るまでの時間） 

●家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、越波）  

高潮や浸水想定区域がどのようなものか知っておきましょう。 
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【参考】高潮浸水想定区域の例 

 

 

（３）高潮浸水想定区域の確認方法 

   浸水想定区域は、「ガイドマップかわさき」、「川崎市高潮ハザードマップにつ

いて」及び神奈川県の「(東京湾沿岸)高潮浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想

定区域図」で確認することができます。 

  ●ガイドマップかわさき 

https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000116702.html 

  ●川崎市高潮ハザードマップ 

https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000116702.html 

  ●神奈川県の(東京湾沿岸)高潮浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域図 

   https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f4i/takashio/kuikizu.html 

 

（４）高潮時の家屋倒壊等氾濫想定区域とは 

浸水想定区域内で、氾濫流内又は越波内で木造家屋にお住まいの場合は、高潮

時に避難情報に従って安全な場所に確実に立ち退く必要があります。

https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000116702.html
https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000116702.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f4i/takashio/kuikizu.html
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9 
 

４ 土砂災害について 

 

 

（１）土砂災害とは 

   崖崩れや土石流、地すべりなどの土砂災害は、すさまじい破壊力をもつ土砂

が、一瞬にして多くの人命や住宅などの財産を奪ってしまう恐ろしい災害で

す。傾斜が急な山が多く、台風や大雨、地震などの多い日本では、その地形

的・気象的な条件によって、土砂災害が発生しやすい国土環境にあります。 

 

（２）土砂災害警戒区域とは 

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（通称：

土砂災害防止法）」（平成１３年施行）に基づき、土砂災害への注意が必要な区域

を、県が「土砂災害警戒区域」として指定しています。 

   土砂災害警戒区域は、土砂災害の種類に合わせて「急傾斜地の崩壊（崖崩

れ）」「土石流」「地すべり」に分類され指定されますが、川崎市における土砂災

害警戒区域は全て「急傾斜地の崩壊（崖崩れ）」に分類されています。 

 

 【指定基準】 

傾斜地の形態に着目し、一律に指定されるもので、「急傾斜地の崩壊（崖崩

れ）」の指定基準は次のとおりです。 

１ 傾斜度が 30 度以上で高さが 5m 以上の区域 

２ 急傾斜地の上端から水平距離が 10m 以内の区域  

３ 急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの 2 倍以内（50m を超える場合は 50m）

の区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂災害や土砂災害警戒区域がどのようなものか知っておきましょう。 
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（３）崖崩れとは 

     地中にしみ込んだ水分が土の抵抗力を弱め、雨

や地震などの影響によって急激に斜面が崩れ落ち

ることをいいます。 崖崩れは、突然起きるため、

人家の近くで起きると逃げ遅れる人も多く死者の

割合も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：国土交通省 HP「砂防：がけ崩れとその対策」） 
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５ 災害時要配慮者利用施設の範囲について 

 

 

水防法第１５条第１項第４号ロ及び土砂災害防止法第８条第４項に定める「社会

福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施

設」は、主に以下の表にかかげる施設を指します。 

 

①

社

会

福

祉

施

設 

高齢者施設 
老人福祉センター、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、老人ホーム、

介護老人保健施設、介護療養型医療施設、軽費老人ホーム、軽費老人ホー

ムケアハウス、老人いこいの家 等 

障害児・者 
施設 

障害者支援施設、障害福祉サービス事業施設、福祉ホーム、聴覚障害者情

報文化センター、視覚障害者情報文化センター、地域療育センター、障害

児入所施設、身体障害者福祉センター、地域作業所、地域活動支援センタ

ー、地域生活支援センター、精神障害者生活訓練施設、小規模通所授産施

設、福祉パル、救護施設 等 

児童施設 

認可保育所、認定こども園、地域型保育事業、認可外保育施設（川崎認定

保育園、地域保育園、企業主導型保育事業）、病児・病後児保育施設、乳児

院、児童養護施設、児童心理治療施設、母子・父子福祉センター、母子生

活支援施設、一時保護所、児童館 等 
②学  校 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等 等 
③医療施設等 病院、診療所、助産所（すべて有床に限る）等 

 

  

災害時要配慮者利用施設に該当するかを確認しておきましょう。 
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６ 防災気象情報について 

 
 
 
（１）防災気象情報 

  気象庁は、台風や大雨などによって災害への心構えを高める必要があるとき

には「早期注意情報（警報級の可能性）」を、災害が起こるおそれのあるときは

「レベル２○○注意報」を、重大な災害が起こるおそれのあるときは「レベル

３○○警報」やおそれが大きいときは「レベル４○○危険警報」を、また、警

報基準をはるかに超える大雨等が予想され、重大な災害が発生するおそれが著

しく大きいときに「レベル５○○特別警報」を発表して注意や警戒を呼びかけ

ます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各災害への注意や警戒を呼びかける防災気象情報の種類と意味をしっ

かりと理解しておきましょう。 

（出典：気象庁 HP「新たな防災気象情報について(令和８年～)」 
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種類 名称 注意喚起・警告内容 

 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

（警報級の可能性） 

警報級の現象が５日先までに予想されるときには、

その可能性が「高」、「中」の２段階で発表されます。 

対象は、大雨、土砂災害、暴風(雪)、波浪、高潮の

５種類です。 

●状況 ⇒ 「今後気象状況悪化のおそれ」 

河
川
氾
濫
（
洪
水
予
報
河
川
の
氾
濫
） 

【警戒レベル２】 

多摩川/鶴見川レベル２氾

濫注意報 

氾濫注意水位（レベル２水位）に到達し、さらに水

位の上昇が見込まれるときに発表されます。 

●状況 ⇒ 「気象状況悪化」 

●居住者等がとるべき行動 ⇒ 「自らの避難行動を

確認」 

【警戒レベル３相当情報】 

多摩川/鶴見川レベル３氾

濫警報 

避難判断水位（レベル３水位）に到達し、さらに水

位の上昇が見込まれるとき、あるいは、水位予測に

基づき氾濫危険水位（レベル４水位）に達すると見

込まれたときに発表されます。 

【警戒レベル４相当情報】 

多摩川/鶴見川レベル４氾

濫危険警報 

氾濫危険水位（レベル４水位）に到達したとき、あ

るいは、水位予測に基づき急激な水位上昇によりま

もなく氾濫危険水位を超え、さらに水位の上昇が見

込まれるときに発表されます。 

【警戒レベル５相当情報】 

多摩川/鶴見川レベル５氾

濫特別警報（多摩川/鶴見

川レベル５氾濫発生情報） 

氾濫発生を確認した場合又は切迫したときに発表さ

れます。切迫したときとは、①氾濫発生水位（レベ

ル５水位）に到達した場合、②河川管理施設等の支

障で施設機能が喪失し、水位が堤防高さを超えるこ

とが予想される場合、③施設操作により水位が堤防

高さえを超えることが予想される場合があります。 

大
雨
（
水
位
周
知
河
川
な
ど
の
氾
濫
） 

【警戒レベル２】 

レベル２大雨注意報 

中小河川が増水することにより、災害が起こるおそ

れがあるときに発表されます。「洪水キキクル」が

（黄）となるのは、流域雨量指数の実況値又は 3時

間先までの予測値、若しくは、表面雨量指数と流域

雨量指数をあわせた基準の実況値又は 3時間先まで

の予測値がレベル２大雨注意報基準に到達すると

き。 

また、短時間強雨で浸水することにより、災害が起

こるおそれがあるときにも発表されます。「浸水キ

キクル」が（黄）になるのは、表面雨量指数の実況

値又は１時間先までの予測値がレベル２大雨注意報

基準に到達するとき。 

●状況 ⇒ 「気象状況悪化」 

●居住者等がとるべき行動 ⇒ 「自らの避難行動を

確認」 

【警戒レベル３相当情報】 

レベル３大雨警報 

中小河川が増水することにより、重大な災害が起こ

るおそれがあるときに発表されます。「洪水キキク

ル」が（赤）になるのは、流域雨量指数の実況値又

は 3 時間先までの予測値、若しくは、表面雨量指

数と流域雨量 指数をあわせた基準の実況値又は 3
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時間先までの予測値がレベル３大雨警報基準に到達

するとき。 

また、短時間強雨で浸水することにより、重大な災

害が起こるおそれがあるときにも発表されます。

「浸水キキクル」が（赤）になるのは、表面雨量指

数の実況値又は１時間先までの予測値がレベル３大

雨警報基準に到達するとき。 

【警戒レベル４相当情報】 

レベル４大雨危険警報 

中小河川が増水することにより、重大な災害が起こ

るおそれが大きいときに発表されます。「洪水キキ

クル」が（紫）になるのは、流域雨量指数の実況値

又は 3 時間先までの予測値がレベル４大雨危険警報

基準に到達するとき。 

また、短時間強雨で浸水することにより、重大な災

害が起こるおそれが大きいときにも発表されます。

「浸水キキクル」が（紫）になるのは、レベル 4 

大雨危険警報の対象となる地域で 、表面雨量指数

の実況値又は１時間先までの予測値がレベル４大雨

危険警報基準に到達した場合。 

【警戒レベル５相当情報】 

レベル５大雨特別警報 

大雨により中小河川が氾濫することで重大な災害が

起こるおそれが著しく大きいときに発表されます。

「洪水キキクル」が（黒）になるのは、流域雨量指

数の実況値がレベル５大雨特別警報基準に到達した

とき。 

また、大雨により、重大な災害が起こるおそれが著

しく大きいときにも発表されます。「浸水キキク

ル」が（黒）になるのは、表面雨量指数の実況値が

レベル５大雨特別警報基準に到達したとき。 

土
砂
災
害 【警戒レベル２】 

レベル２土砂災害注意報 

大雨により、土砂災害が起こるおそれがあるときに

発表されます。「土砂キキクル」が（黄）になるの

は、60 分雨量と土壌雨量指数の組み合わせの実況値

又は 6 時間先までの予測値がレベル２土砂災害注意

報基準に到達するとき。 

●状況 ⇒ 「気象状況悪化」 

●居住者等がとるべき行動 ⇒ 「自らの避難行動を

確認」 

【警戒レベル３相当情報】 

レベル３土砂災害警報 

大雨により、重大な土砂災害が起こるおそれがある

ときに発表さます。「土砂キキクル」が（赤）にな

るのは、⇒60 分雨量と土壌雨量指数の組み合わせの

3 時間先の予測値がレベル４土砂災害危険警報基準

に到達するとき。 

【警戒レベル４相当情報】 

レベル４土砂災害危険警報 

大雨により、重大な土砂災害が起こるおそれが大き

いときに発表されます。「土砂キキクル」が（紫）

になるのは、60分雨量と土壌雨量指数の組み合わせ

の実況値又は 2時間先までの予測値がレベル４土 

砂災害危険警報基準に到達するとき。 
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【警戒レベル５相当情報】 

レベル５土砂災害特別警報 

大雨により、重大な土砂災害が起こるおそれが著し

く大きいときに発表されます。「土砂キキクル」が

（黒）になるのは、60分雨量と土壌雨量指数の組み

合わせの実況値がレベル５土砂災害特別警報基準に

到達したとき。※レベル５土砂災害特別警報は、上

記の場合に発表される情報であるため、レベル５土

砂災害特別警報が発表されていなくても、すでに重

大な土砂災害が発生している場合もあることに留意

する必要があります。 

高
潮 

【警戒レベル２】 

レベル２高潮注意報  

高潮により、水位が基準高又は潮位がその基準を超

えると浸水被害のおそれのある状況となる高さに達

すると予想される約 18時間前までに発表されま

す。 

●状況 ⇒ 「気象状況悪化」 

●居住者等がとるべき行動 ⇒ 「自らの避難行動を

確認」 

【警戒レベル３相当情報】 

レベル３高潮警報  

高潮により、水位が基準高又は潮位がその基準を超

えると浸水被害のおそれのある状況となる高さに達

すると予想される約 12時間前までに発表されま

す。 

【警戒レベル４相当情報】 

レベル４高潮危険警報 

高潮により、水位が基準高又は潮位がレベル４高潮

危険警報基準に達すると予想される約 6時間前まで

に発表されます。 

【警戒レベル５相当情報】 

レベル５高潮特別警報（レ

ベル５高潮氾濫発生情報） 

高潮予報海岸（※）では、堤防の決壊、越水・溢

水、背後地の浸水といった氾濫が発生し又は氾濫が

切迫している状況を確認した場合や、水位と潮位の

いずれかの実況値又は直近の予測が基準高を超え、

かつ、その状況が一定時間継続すると予測される場

合に発表されます。その他海岸では、潮位の実況値

又は直近の予測が基準高を超え、かつ、その状況が

一定時間継続すると予測される場合に発表されま

す。 

※令和８年８月時点で、川崎市では高潮予報海岸の

指定はされていない。 
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（２）キキクル 

   気象庁では、雨水の挙動を模式化し、それぞれの災害リスクの高まりを表す

指標として表現した土壌雨量指数、表面雨量指数、流域雨量指数を用いること

によって、災害リスクの高まりを警報発表につなげています。 

   令和８年度出水期からは、内水氾濫及び洪水予報河川以外の外水氾濫は大雨

に関する情報で取り扱うこととし、表面雨量指数及び流域雨量指数を用いて大

雨特別警報・危険警報・警報・注意報の発表判断を行う運用されています。 

    

災害のリスクの高まりを表す指標 

流域雨量指数 

河川の上流域に降った雨により、どれだけ下流の対

象地点の洪水危険度が高まるかを把握するための指

標で、全国の約 20,000 河川を対象に、河川流域を

１km 四方の格子（メッシュ）に分けて、降った雨水

が、地表面や地中を通って時間をかけて河川に流れ

出し、さらに河川に沿って流れ下る量を、タンクモ

デルや運動方程式を用いて数値化したものです。 

表面雨量指数 

地面の被覆状況や地質、地形勾配など、その土地が

もつ雨水の溜まりやすさの特徴を考慮して、降った

雨が地表面にどれだけ溜まっているかを、タンクモ

デルを用いて数値化したものです。 

土壌雨量指数 

降った雨による土砂災害危険度の高まりを把握する

ための指標で、降った雨が土壌中に水分量としてど

れだけ溜まっているかを、タンクモデルを用いて数

（出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドラインの改定（令和８年３月）」 
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値化したものです。 

洪水キキクル 

水位情報がないような中小河川における１km メッシ

ュ毎の「実況又 は３時間先まで」の洪水の危険度

を表示したものであり、気象庁から発表されます。

「洪水キキクル」は、流域雨量指数の値が基準に達

したかどうか、基準に達する予想かどうかで色分け

して地図上に示したものです。 

浸水キキクル 

1km メッシュ毎の「実況又は１時間先まで」の浸水

害の危険度を表示したものであり、気象庁から発表

されます。「浸水キキクル」は、表面雨量指数の実

況値や１時間先までの予測値を用いて５段階に色分

け表示しています。 

大雨キキクル 

大雨に関する情報が対象としている河川の氾濫の危

険度（洪水キキクル）や短時間強雨による浸水害の 

危険度（浸水キキクル）を重ねて大雨キキクルとし

て表示されます。 

土砂キキクル 

1km 四方の領域（メッシュ）毎に土砂災害の危険度

を表示したもの であり、気象庁から発表されま

す。60 分雨量及び土壌雨量指数の最大６時間先まで

の予測値を用いて「危険」（紫）、「警戒」（赤）、「注

意」（黄）、「今後の情報等に留意」（無色）の危険度

を表示しています。 
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（３）その他の情報 

  ア 時系列情報 

    令和８年５月より気象庁で運用が開始され、注意報や警報等の基準を超える

現象や情報の発表が見込まれる時間帯を表示するもので、事前の備えや避難の

準備等にご活用いただくことが想定されています。 

（出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドラインの改定（令和８年３月）」 
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時系列情報は、毎日４回（５時､11 時､17 時､23 時）更新し、気象庁ホーム

ページでいつでも最新の情報が確認できます。また、上記の発表時間以外に

も、今後の見通しが大きく変わった場合などには、必要に応じて臨時に修正

情報を発表しています。 

 

 

 （出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドラインの改定（令和８年３月）」 
 

（出典：内閣府 HP「避難情報に関するガ

イドラインの改定（令和８年３月）」 
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  イ 気象防災速報 

    気象防災速報は、顕著な現象を速報的に伝える情報で、警戒レベル相当情

報やそれ以外の警報等の 「対応や行動が必要な状況であることを伝える簡潔

な情報」を補足するものとして、 その根拠を示し解説する速報性の高い情報

で、府県ごとに発表されます。以下のような情報があります。 

 

気象防災速報（記録的短時

間大雨） 

数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨

を、観測（地上の雨量計による観測）したり、解析

（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分

析）したりしたときに発表されます。  

気象防災速報（竜巻注意／

竜巻目撃） 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバーストなどの

激しい突風に対して注意を呼びかける情報で、雷注

意報を補足する情報として発表されます。 

気象防災速報（線状降水帯

直前予測） 

直前予測は、今後３時間以内に線状降水帯が発生す

る危険性が高まった際に発表されます。 

気象防災速報（線状降水帯

発生） 

発生情報は、大雨による災害発生の危険度が急激に

高まっている中で、線状の降水帯により非常に激し

い雨が同じ場所で実際に降り続いている状況を「線

状降水帯」というキーワードを使って速報する情報

です。 

この情報は警戒レベル４相当以上の状況で発表され

ます。 

 

 

 

（出典：気象庁 HP「時系列情報（明日までの警報等の見通し）」 
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ウ その他の警報等 

その他にも以下のような警報があり、その発表如何によっては、注意が必 

要です。特に、台風接近時等には暴風警報が発表される可能性があり、避難

所に向かうなどの避難行動を取る際に注意が必要です。 

雷注意報 

雷注意報は、落雷のほか、急な強い雨、竜巻等の突

風、降ひょうといった積乱雲の発達に伴い発生する

激しい気象現象による人や建物への被害が発生する

おそれがあると予想したときに発表します。 

強風注意報 
強風注意報は、強風により災害が発生するおそれが

あると予想したときに発表します。 

暴風警報 
暴風警報は、暴風により重大な災害が発生するおそ

れがあると予想したときに発表します。 

暴風特別警報 

暴風特別警報は、数十年に一度の強度の台風や同程

度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想される場合

に発表します。 

風雪注意報 

風雪注意報は、雪を伴う強風により災害が発生する

おそれがあると予想したときに発表します。強風に

よる災害のおそれに加え、強風で雪が舞って視界が

遮られることによる災害のおそれについても注意を

呼びかけます。ただし「大雪＋強風」の意味ではな

く、大雪により災害が発生するおそれがあると予想

したときには大雪注意報を発表します。 

暴風雪警報 

暴風雪警報は、雪を伴う暴風により重大な災害が発

生するおそれがあると予想したときに発表します。

暴風による重大な災害のおそれに加え、暴風で雪が

舞って視界が遮られることによる重大な災害のおそ

れについても警戒を呼びかけます。ただし「大雪＋

暴風」の意味ではなく、大雪により重大な災害が発

生するおそれがあると予想したときには大雪警報を

発表します。 

暴風雪特別警報 

暴風雪特別警報は、数十年に一度の強度の台風と同

程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想

される場合に発表します。 

波浪注意報 

波浪注意報は、高波による遭難や沿岸施設の被害な

ど、災害が発生するおそれがあると予想したときに

発表します。 

波浪警報 

波浪警報は、高波による遭難や沿岸施設の被害な

ど、重大な災害が発生するおそれがあると予想した

ときに発表します。 

波浪特別警報 

波浪特別警報は、数十年に一度の強度の台風や同程

度の温帯低気圧により高波になると予想される場合

に発表します。 

大雪注意報 

大雪注意報は、降雪や積雪による住家等の被害や交

通障害など、大雪により災害が発生するおそれがあ

ると予想したときに発表します。 
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大雪警報 

大雪警報は、降雪や積雪による住家等の被害や交通

障害など、大雪により重大な災害が発生するおそれ

があると予想したときに発表します。 

大雪特別警報 
大雪特別警報は、数十年に一度の降雪量となる大雪

が予想される場合に発表します。 

 

（４）河川について 

 ア 洪水予報河川 

国や都道府県が管理する河川のうち、流域面積が大きく、洪水により大き

な損害を生ずる河川については、国土交通省または都道府県と気象庁が共同

で、河川を指定して洪水予報を行っています。多摩川及び鶴見川はいずれ

も、洪水予報の対象となる河川として指定されています。 

洪水予報河川については、上記記載のとおり、レベル２氾濫注意報～レベ

ル５氾濫特別警報が気象庁によって発表されます。 

＜川崎市域に関係する水位観測所＞ 

河川 水位観測所 
川崎

区 
幸区 

中原

区 

高津

区 

宮前

区 

多摩

区 

麻生

区 

多摩川 

石原観測所 － － － ○ － ○ － 

田園調布(上)

観測所 
○ ○ ○ ○ － ○ － 

鶴見川 綱島観測所 ○ ○ － － － － － 

   洪水予報河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）（警戒レベル２相当情

報～５相当情報） 

   多摩川、鶴見川では、水位観測所の水位等に基づき、より短い間隔（左右

200m 毎）での現況水位を推定し、現在の洪水の危険度を表示しており、危険な

場所を確認することができます。 

  ●洪水の危険度分布が黄色（警戒レベル２相当情報〔洪水〕） 

   ⇒田園調布(上)水位観測所や石原水位観測所、綱島観測所で氾濫注意水（レ

ベル２水位）を超過したとき、受け持ち区域全体が黄に着色される。 

  ●洪水の危険度分布が赤（警戒レベル３相当情報〔洪水〕） 

   ⇒当該箇所で推定される水位が、避難判断水位（レベル３水位）の超過に相

当する水位となったとき赤に着色される。 

  ●洪水の危険度分布が紫（警戒レベル４相当情報〔洪水〕） 

   ⇒当該箇所で推定される水位が、氾濫危険水位（レベル４水位）の超過に相

当する水位となったとき紫に着色される。 

  ●洪水の危険度分布が黒（警戒レベル５相当情報〔洪水〕 

   ⇒当該箇所で推定される水位が、堤防等の高さを超え、氾濫している可能性

があるとき黒に着色される。 

  ●レベル５氾濫発生情報（警戒レベル５相当情報[洪水]） 

（警戒レベル５相当情報のみ） 

⇒氾濫が発生又は切迫したときに河川管理者から「通報」される情報を基

に、都道府県知事 （当該通報した者が河川管理者である国土交通大臣の

場合にあっては国土交通大臣）からレ ベル５氾濫発生情報として発表 

（洪水予報河川においては、レベル５氾濫特別警報と一体的に発表され

る） 
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  情報入手方法 

  ・国土交通省「川の防災情報」（水害リスクライン） 

   https://frl.river.go.jp/ 

 

イ 水位周知河川 

  流域面積が小さく、洪水予報を行う時間的余裕がない河川は、水位周知河川

と呼ばれており、避難やその準備のための目安となる水位が発表されます。本

市では、多摩川水系では三沢川、五反田川、二ヶ領本川、平瀬川、平瀬川支

川、鶴見川水系では鶴見川の一部（麻生区）、真光寺川、麻生川、矢上川、有馬

川が該当します。（P.61 参考３＞２水位周知河川の水位観測所・水位」参照） 

  水位情報には、①水防団待機水位（レベル１水位）、②氾濫注意水位（レベル

２水位）、③避難判断水位（レベル３水位）、④氾濫危険水位（レベル４水位）、

⑤氾濫の発生がありますが、それぞれの水位への到達時間が接近している場合

など、発表が困難な場合も考えられるため、氾濫危険水位（レベル４水位）以

外は必ずしも発表されるものではないことに注意してください。 

  また、これらの水位に到達した際には、「水位到達情報」として、以下のよう

に発表されます。 

 

【警戒レベル２相当情報】 

○○川レベル２氾濫注意情報 

氾濫注意水位（レベル２水位）に到達したときに発表さ

れます。 

【警戒レベル３相当情報】 

○○川レベル３氾濫警戒情報 

避難判断水位（レベル３水位）に到達したときに発表さ

れます。 

【警戒レベル４相当情報】 

○○川レベル４氾濫危険情報 

氾濫危険水位（レベル４水位）に到達したときに発表さ

れます。 

【警戒レベル５相当情報】 

○○川レベル５氾濫発生情報 

氾濫が発生又は切迫したときに発表されます。（氾濫発

生を確認した場合及び切迫段階として①氾濫発生水位

（レベル５水位）に到達 した場合、②河川管理施設等

の支障で施設機能が喪失し、水位が堤防高さを超えるこ

とが予想される場合、③施設操作により水位が堤防高さ

を超えることが予想される場合に発表されます。） 

 

 
（出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドラインの改定（令和８年３月）」 

 

https://frl.river.go.jp/
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７ 市が発令する避難に関する情報について 

 
 

市が発令する避難に関する情報としては、高齢者等避難、避難指示及び緊急安全

確保があります。 

 

（１）避難に関する情報の意味 

  それぞれの情報が発令される状況や情報により住民等に求める行動は次のと

おりです。 
区  分 発令時の状況 避難が必要な住民等に求める行動 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

要配慮者等で避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始

しなければならない段階又は

避難行動に時間を要しないが

家族への引渡しを行う者は引

渡しを開始しなければならな

い段階であり、人的被害の発

生が高まった状況です。 

●状況 ⇒ 「災害のおそれあ

り」 

○立ち退き避難を行う災害時要配

慮者は、避難行動を開始してくださ

い。 

〇自宅、施設などで屋内安全確保が

可能で家族への引渡しは行わない

が上階への避難に長時間を要する

災害時要配慮者は、上階への避難行

動を開始してください。 

〇施設などで屋内安全確保が可能

だが家族への引渡しを行う災害時

要配慮者は、引渡しを開始してくだ

さい。 

○災害時要配慮者以外の住民は、家

族等との連絡、避難場所の確認、立

ち退き避難が必要な場合は持出品

の用意等の避難準備を開始してく

ださい。 

●居住者等がとるべき行動 ⇒ 「危

険な場所から高齢者等は避難」 

【警戒レベル４】 

避難指示 

住民が避難行動を開始しなけ

ればならない段階であり、人

的被害の発生が明らかに高ま

った状況です。 

●状況 ⇒ 「災害のおそれ高

い」 

〇災害時要配慮者で家族への引き

渡しがなく、自宅、施設などで安

全確保が短時間にできる場合は、

屋内の安全な場所へ避難※を開始し

てください。 

○災害時要配慮者以外の住民は、

近くの避難場所等の安全な場所へ

の立ち退き避難を行ってくださ

い。自宅などで屋内安全確保が可

能な場合は、屋内の安全な場所へ

の避難※も可能です。 

●居住者等がとるべき行動 ⇒ 

「危険な場所から全員避難」 

避難に関する情報の意味をしっかりと理解しておきましょう。 
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【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

災害が発生又は切迫している

ため立退き避難がかえって危

険である段階であり、人的被

害の発生が非常に高いと判断

された状況です。 

●状況 ⇒ 「災害発生又は切

迫」 

○避難指示等の発令後で避難中の

住民は、確実な避難を直ちに完了

してください。 

○避難していない住民は、自宅な

どよりも相対的に安全だと自ら判

断する場合には近傍の高く堅牢な

建物へ直ちに立ち退き避難を行う

か、その避難行動に時間的余裕が

ない場合は、自宅などの最上階に

避難するなど、身の安全を可能な

限り確保するための行動を完了し

てください。 

●居住者等がとるべき行動 ⇒ 

「命の危険 直ちに安全確保！」 

 

 ※屋内の安全な場所への避難については、施設等の浸水継続時間などを考慮し

て、飲料水、食料、薬、トイレ対策などの備蓄が必要となります。 

 

（参考） 

自主避難とは、崖崩れの前兆現象や長雨により土砂災害の危険性を感じたときに、自ら安

全な場所へ避難することです。 
崖崩れの前兆現象には次のようなものがあります。ただし、前兆現象を正確に把握するこ

とはかなり難しいことです。絶対に、前兆現象を確認するために崖に近づかないでくださ

い。 
・ 斜面が膨らんだり、盛り上がったりする。  
・ 斜面に亀裂が発生する。 
・ 雨水が斜面を流れてできた溝がある。 
・ 斜面の上や途中に浮いている石がある。 
・ 普段流れている湧き水の量が急に増えたり濁ったりしている。 
・ 斜面から小石がパラパラ落下する。   
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（２）避難に関する情報の発令基準 

  川崎市では次の発令基準に基づき、洪水及び高潮に関する避難指示等を発令

することとしています。 

ア 洪水の場合 

●洪水予報河川の場合 

(多摩川、鶴見川) 

区 分 基    準 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

① 避難判断水位（レベル３水位）に到達、又はレベル３氾濫警報が

発表されている状況で、上流の水位観測所の河川水位の上昇や洪水予

報の内容、降水短時間予報等により、氾濫危険水位（レベル４水位）

を超える、又はレベル４氾濫危険警報が発表されることが予想される

場合。ただし、幸区戸手４丁目の堤防の川側の地区については、現場

の状況から水位が居住地に達する見込みがある場合 

② 発令基準①が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明け

方に接近・通過することが予想される場合 

③ 堤防に軽微な漏水・浸食等が発見された場合 

【警戒レベル４】 

避難指示 

①  氾濫危険水位（レベル４水位）に到達、又はレベル４氾濫危険警

報が発表された場合 

② 水位予測に基づき急激な水位上昇により、まもなく氾濫危険水位

（レベル４水位）を超える、又はレベル４氾濫危険警報が発表さ

れ、さらに水位の上昇が見込まれる場合 

③ 氾濫発生水位（レベル５水位）に到達すること、又はレベル５氾

濫特別警報及びレベル５氾濫発生情報が発表されることが予想さ

れる場合 

④ 幸区戸手４丁目の堤防の川側の地区については、現場の状況から

水位が居住地に達する見込みがある場合 

⑤ 発令基準①～④が想定される強い降雨を伴う台風等が、立退き避

難が困難となる暴風を伴い接近・通過することが予想される場合

（暴風警報の発表後速やかに発令） 

⑥ 発令基準①～④が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から

明け方に接近・通過することが予想される場合 

⑦ 堤防に異常な漏水・浸食等が発見された場合 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

① 氾濫発生水位（レベル５水位）に到達、又はレベル５氾濫特別警

報及びレベル５氾濫発生情報が発表された場合 

② 決壊や越水・溢水が発生した場合 

③ 堤防に異常な漏水・浸食の進行や亀裂・すべり等が発生し、決壊

のおそれが高まった場合 

④ 幸区戸手４丁目及び高津区久地２丁目の個別対応区域について

は、京浜河川事務所から氾濫等の通報があった場合 
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   ●水位周知河川の場合 

    (平瀬川、二ヶ領本川、三沢川、五反田川、平瀬川支川、鶴見川、矢上川、

真光寺川、有馬川、麻生川) 

区 分 基    準 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

① 避難判断水位（レベル３水位）に到達、又はレベル３大雨警報及

びレベル３氾濫警戒情報が発表されている状況で、上流の水位観測所

の河川水位の上昇や洪水予報の内容、降水短時間予報等により、氾濫

するおそれがある場合。 

② 発令基準①が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明け

方に接近・通過することが予想される場合。 

③ 堤防に軽微な漏水・浸食等が発見された場合 

【警戒レベル４】 

避難指示 

① 氾濫危険水位（レベル４水位）に到達、又はレベル４大雨危険警

報及びレベル４氾濫危険情報が発表された場合 

② 急激な水位上昇により氾濫するおそれがある場合 

③ 発令基準①②が想定される強い降雨を伴う台風等が、立退き避難

が困難となる暴風を伴い接近・通過することが予想される場合（暴風

警報の発表後速やかに発令） 

④ 発令基準①②が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明

け方に接近・通過することが予想される場合 

⑤ 堤防に異常な漏水・浸食等が発見された場合 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

① 氾濫発生水位（レベル５水位）に到達、又はレベル５大雨特別警

報及びレベル５氾濫発生情報が発表された場合 

② 決壊や越水・溢水が発生した場合 

③ 水門等の施設の機能支障が発見された場合や排水機場の運転を停

止せざるをえない場合（支川合流部のため発令対象区域を限定する） 

④ 堤防に異常な漏水・浸食の進行や亀裂・すべり等が発生し、決壊

のおそれが高まった場合 

 

●その他河川の場合 

区 分 基    準 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

① 当該河川又は付近の河川を対象にレベル３大雨警報が発表された

場合 

② 降水短時間予報等により氾濫するおそれがある場合 

③ 発令基準①②が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明 

け方に接近・通過することが予想される場合 

【警戒レベル４】 

避難指示 

① 当該河川又は付近の河川を対象にレベル４大雨危険警報が発表さ

れた場合 

② 急激な水位上昇により氾濫するおそれがある場合 

③ 発令基準①②が想定される強い降雨を伴う台風等が、立退き避難

が困難となる暴風を伴い接近・通過することが予想される場合（暴風

警報の発表後速やかに発令） 

③ 発令基準①②が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明

け方に接近・通過することが予想される場合 
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【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

① 当該河川又は付近の河川を対象にレベル５大雨特別警報が発表さ

れた場合 

② 越水・溢水が発生、又はそのおそれが高まった場合 

 

イ 内水の場合 

区 分 基    準 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

① レベル３大雨警報が発表され、さらに降雨が継続し、レベル４大

雨危険警報の発表が見込まれる場合 

② 強い降雨を伴う台風の接近・通過により、横浜地方気象台による

気象経過予想において、夜遅くから明け方にかけてレベル２大雨注意

報がレベル３大雨警報に切り替わることが見込まれている場合 

【警戒レベル４】 

避難指示 

① レベル４大雨危険警報が発表された場合 

② レベル３大雨警報が発表されている状況で、川崎市内で１時間に

100ｍｍを超える猛烈な雨が観測された場合 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

① レベル５大雨特別警報が発表された場合 
② 命に危険を及ぼすと考えられる内水氾濫の発生を確認した場合 

 

  ウ 高潮の場合 

区 分 基    準 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

① レベル３高潮警報が発表された場合 

② 発令基準①が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明け

方に接近・通過することが予想される場合 

③ 台風上陸２４時間前に、気象庁から、レベル５高潮特別警報発表

の可能性がある旨、府県気象情報や記者会見等により周知された場合 

【警戒レベル４】 

避難指示 

① レベル４高潮危険警報が発表された場合 

② 発令基準①が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明け

方に接近・通過することが予想される場合（暴風警報の発表後速やか

に発令） 

③ 発令基準①が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明け

方に接近・通過することが予想される場合（レベル３高潮警報が発表

され、夜間から翌日早朝までにレベル４高潮危険警報に切り替える可

能性が高い旨言及される場合など） 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

① 高潮氾濫の発生を確認した場合、又はレベル５高潮特別警報及び

レベル５高潮氾濫発生情報が発表された場合 

② 水門、陸こう等の異常が確認された場合 

③ 海岸堤防等が倒壊した場合 

④ 異常な越波・越流が発生した場合 
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エ 土砂災害の場合 

区 分 基    準 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

① レベル３土砂災害警報が発表され、さらに降雨が継続し、レベル

４土砂災害危険警報の発表が見込まれる場合 

② 強い降雨を伴う台風の接近・通過により、横浜地方気象台による

気象経過予想において、夜遅くから明け方にかけてレベル２土砂災害

注意報がレベル３土砂災害警報に切り替わることが見込まれている場

合 

【警戒レベル４】 

避難指示 

① レベル４土砂災害危険警報が発表された場合 

② レベル３土砂災害警報が発表されている状況で、川崎市内で１時間

に 100ｍｍを超える猛烈な雨が観測された場合 

③ 発令基準①、②が想定される強い降雨を伴う台風等が、立退き避難

が困難となる暴風を伴い接近・通過することが予想される場合（暴風

警報の発表後速やかに発令） 

④ 発令基準①、②が想定される強い降雨を伴う台風等が、夜間から明

け方に接近・通過することが予想される場合 

⑤ 崖崩れの前兆現象が発見された場合 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

① レベル５土砂災害特別警報が発表された場合 

② 土砂災害の発生を確認した場合 

 

 

添付資料について

 

 

 

 

 

（出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドラインの改定（令和８年３月）」 
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８ 防災気象情報や避難に関する情報の収集について 

 
 
 川崎市では、防災気象情報や避難に関する情報を様々な方法でお伝えしていま

す。 

 皆様には次の様々な方法で情報を収集していただくことが可能ですので、各施設

の環境に応じて、情報収集手段をあらかじめ確認しておきましょう。 

 
（１）メールで収集する 

  ア メールニュースかわさき「防災気象情報」 

   〇登録いただいたメールアドレスに川崎市から市内の災害、気象等の情報を

メールでお知らせします。 

   〇配信を希望される方は下記サイトにアクセスし「空メールを送信する」か

ら空メールを送信してください。 

   〇登録項目について、市から配信する避難情報発令等の重要な情報を受信す

るために、「緊急情報」は必ず受信する設定にしてください。 

   https://plus.sugumail.com/usr/kawasaki/home 

 

     

 

 

 

 

 

    

 

【利用上の注意】 

○情報配信料は無料ですが、通信費は、利用者負担となります。 

○ドメイン指定受信等の迷惑メール対策を設定している場合、サービスを

利用できない場合がありますので、あらかじめ、kawasaki@sg-p.jp のア

ドレスからのメールを受信できるように設定の確認をお願いします。 

○URL リンク付メールの受信拒否を設定している場合には、登録ができま

せんので設定を解除してください。 

 

  イ 緊急速報メール 

    携帯電話やスマートフォンを使い、災害時でも、通信規制や回線の混雑の

影響を受けにくい情報伝達手段です。 

    川崎市では、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の発令等の情報を迅

速かつ一斉に配信します。 

    なお、登録や受信料は不要です。ただし、携帯電話やスマートフォンの機

種によっては、非対応の場合がありますので、端末の仕様を御確認ください

（日本国内の主要キャリア（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、楽天

モバイル）向けに販売された端末であれば通常は対応しています）。端末の受

信設定についても併せて確認が必要です。 

 

防災気象情報や避難に関する情報の収集手段を確認しておきましょう。 
 

https://plus.sugumail.com/usr/kawasaki/home
mailto:kawasaki@sg-p.jp
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（２）ＦＡＸで収集する 

川崎市では、洪水時は洪水浸水想定区域内、高潮時は高潮浸水想定区域内の災

害時要配慮者利用施設（社会福祉施設、医療施設など）へＦＡＸで、高齢者等避

難、避難指示、緊急安全確保の発令等の情報をお知らせします。 

※FAX が届きやすいように、切り替えの時間を４０秒以下に設定することを推

奨しています 

 

（３）インターネットで収集する 

  ア 川崎市 HP（ホームページ）（https://www.city.kawasaki.jp） 

    緊急時には市 HP トップページに緊急情報や重要なお知らせなどを表示しま

す。 

 
  イ 川崎市防災ポータルサイト 

    市内の災害に関する緊急情報、避難情報、避難所の開設などを掲載するほ

か、平常時にも役立つ情報を掲載しています。 

http://portal.kikikanri.city.kawasaki.jp/ 

 
（４）テレビやラジオで収集する 

  ア 地上デジタル放送・ケーブルテレビ 

    テレビ神奈川（３ｃｈ）や、ＹＯＵテレビ、イッツ・コミュニケーション

ズ、Ｊ:ＣＯＭのデータ放送を利用して、川崎市の防災気象情報を配信しま

す。 

 
  イ かわさきＦＭ（79.1ＭＨｚ） 

    川崎市からの緊急情報や安否情報、ライフライン等の生活情報を放送しま

す。 

 
（５）防災行政無線や電話で収集する 

  ア 防災行政無線とは、川崎市が運用する防災行政無線網により、避難所及び 

広域避難場所、市内主要駅、土砂災害警戒区域、浸水想定区域などに設置さ

れた屋外スピーカーから、市民の皆様に避難情報や防災情報を知らせるもの

です。 

    緊急性の高い情報は、状況によりサイレンを鳴らしてお知らせすることが 

   あります。サイレンが鳴った場合には、テレビやラジオ、防災テレホンサー

ビス、HP 等で正しい情報を入手してください。 

 

  イ 防災テレホンサービス 

    防災行政無線の放送内容は、電話でも聞くことができます。（通常時は「防

災一口メモ」が流れます。） 

【県内の一般加入電話、公衆電話、一部のＩＰ電話から】 

０１２０－９１０－１７４（通話料無料） 

【携帯電話、ＰＨＳ、県外の一般加入電話・公衆電話から】 

０４４－２４５－８８７０（通常の通話料がかかります。） 

 
（６）気象庁 HP の「あなたの街の防災情報」から確認することができます。 

https://www.city.kawasaki.jp
http://portal.kikikanri.city.kawasaki.jp/
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   「あなたの街の防災情報」で「神奈川県」、「川崎市」を選択して、川崎市の

大雨・洪水・高潮などの警報・注意報の発表洪水時などを確認してください。

なお、「あなたの街の防災情報使い方説明書」も確認して有効に活用してくださ

い。 

 

（７）防災ラジオで収集する 

   防災ラジオは、緊急性の高い、気象に関する警報等の情報や緊急地震速報、

国民保護に関する情報等が発信された場合、電源が OFF の場合でも自動的に起

動し、地域コミュニティ放送（かわさき FM）を活用して、最大音量で放送を行

うラジオです。 

 

 

 

 
☑チェックポイント 

 施設の環境を考慮して、情報収集の手段を決めておきましょう！ 

□ メールニュースかわさき 

□ 緊急速報メール「防災気象情報」 

□ ＦＡＸ 

□ 川崎市 HP 

□ 川崎市防災ポータルサイト 

□ かわさき防災アプリ 

□ 地上デジタル放送・ケーブルテレビ 

□ かわさきＦＭ 

□ 防災行政無線 

□ 防災テレホンサービス 

□ 気象庁 HP 

□ 防災ラジオ 
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９ 施設の各災害の危険性の確認について 

 
 
 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内にある施設管理者等は、敷地（建物と庭等）

における想定浸水深、浸水継続時間、家屋倒壊等氾濫想定区域（洪水：氾濫流、河

岸侵食、高潮：氾濫流、越波）内かや、土砂災害警戒区域が敷地のどの場所にかか

っているのか等を確認してください。 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域等は、各種ハザードマップで確認することがで

き、市 HP にも掲載しています。 

また、「ガイドマップかわさき」の「防災マップ」から施設の住所を入力すること

により、簡単に検索することができます。 

【ガイドマップかわさき URL】 

http://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?mp=131&bt=0 

 

●ガイドマップかわさきによる洪水及び内水氾濫及び高潮リスクの確認方法 

 

① 「住所」をクリックし、閲覧したい住所を区名から順にクリックしてください。

最後まで入力すると該当の場所に移動します。正確な住所がわからない場合には

町名及び数字の右にある［地図］をクリックすると大まかな場所を示すので活用

してください。 

② 「表示切替」の下部にある洪水の場合は洪水浸水想定区域や洪水浸水継続時間

に、内水氾濫の場合は内水浸水想定区域に、高潮の場合は高潮ハザードマップや

高潮浸水継続時間にチェックを入れると、任意の情報を得ることができます。 

③ 情報の見方は右側の凡例に説明があるので、これを参考にしながら対象施設の想

定浸水深、浸水継続時間、洪水時の家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵

食）、高潮時の家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、越波）内かを確認してくださ

い。 

 

ただし、洪水時におけるハザードマップや「ガイドマップかわさき」は多摩川水

系、鶴見川水系としての洪水リスクを表していますので、多摩川水系と鶴見川水系

の洪水リスク内の施設で近傍に他の河川がある場合は神奈川県 HP の「河川の氾濫に

施設の各災害の危険性を知るため、施設の敷地における浸水想定区域や土

砂災害警戒区域を確認しておきましょう。 

① ③ ② 

http://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?mp=131&bt=0
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よる洪水浸水想定区域図」で近傍の河川の洪水リスクを確認して洪水リスクがある

場合は記述してください。 

該当する区で確認が必要と思われる河川は次のとおりです。 

幸区では、鶴見川水系のほかに矢上川（国管理区間と県管理区間の両方）で

す。 

中原区では、多摩川水系のほかに二ヶ領本川（用水）です。 

高津区では、多摩川水系のほかに二ヶ領本川と平瀬川及び鶴見川水系（矢上 

川）のほかに有馬川です。 

多摩区では、多摩川水系のほかに三沢川、二ヶ領本川、五反田川（栄橋水位観

測所付近）です。 

麻生区では、鶴見川水系のほか真光寺川（矢崎橋水位観測所付近）、麻生川

（天神橋水位観測所から鶴見川合流地点まで）です。 

 

〇〇水系とは、〇〇川（本川）に集まるすべの川をまとめて「〇〇水系」と呼

称しています。 

 

●ガイドマップかわさきによる土砂災害リスクの確認方法 

 
①「住所」をクリックし、閲覧したい住所を区名から順にクリックしてください。

最後まで入力すると該当の場所に移動します。正確な住所がわからない場合には

町名及び数字の右にある［地図］をクリックすると大まかな場所を示すので活用

してください。 

②黄色で囲まれた区域が土砂災害警戒区域です。また、赤色で囲まれた区域が土砂

災害特別警戒区域です。施設のどの場所が土砂災害警戒区域にかかっているの

か、十分に確認してください。 
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☑チェックポイント 
【第１段階】 
 施設が崖の上にあるのか、下にあるのか確認しましょう！ 
 
  □ 施設が崖の上に立地している。 
 
  □ 施設が崖の下に立地している。 
 
【第２段階】 
 施設のどの場所が土砂災害警戒区域にかかっているのか確認しましょう！ 
 

□ 庭、駐車場等だけが土砂災害区域にかかっている。 
  （建物は土砂災害警戒区域にかかっていない。） 

 
 
 
 
 
 
 
 

□ 建物の一部が土砂災害警戒区域にかかっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

□ 建物のすべてが土砂災害警戒区域にかかっている。 
 
 
 
 
 
 
   

建物

敷地

土砂災害警戒区域

建物

敷地

土砂災害警戒区域

建物

敷地

土砂災害警戒区域
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１０ 施設に応じた避難行動の確認について 

 
 
 
 避難行動の考え方は、次のように国から示されている考え方に基づいたもので

す。 

避難

行動 
避難先 詳細 

居住者等が平時にあら

かじめ確認準備すべき

ことの例 

リードタイ

ム※1 の確

保の有無 

当該行

動をと

る避難

情報 

当該行動

が関係す

る災害種

別 

緊急

安全

確保 

●安全とは

限らない自

宅・施設等 

●近隣の建

物（適切な

建物が近隣

にあると限

らない） 

●上階へ移動 

●上層階に留まる 

●崖から離れた部屋に移

動 

●近隣に高く堅牢な建物

があり、かつ自宅・施設

等よりも相対的に安全だ

と自ら判断する場合に移

動 等 

●急激に災害が切迫し発生

した場合に備え、自宅・施

設等及び近隣で取りうる直

ちに身の安全を確保するた

めの行動を確認 

●熱中症予防や防寒対策等

の準備 等 

リードタイム

を確保できな

いと考えられ

るときに取ら

ざるを得ない

行動 

【警戒レ

ベル５】

緊急安全

確保 

●洪水等 

●土砂災害 

●高潮 

～～～～～～～～～～～～警戒レベル４までに必ず避難～～～～～～～～～～～ 

立退

き避

難 

安全な場所 

●指定緊急避難場所（小

中学校・公民館、マンシ

ョン・ビル等の民間施

設、高台・津波避難ビ

ル・津波避難タワー等） 

●安全な自主避難先（親

戚・知人宅、ホテル・旅

館等）等 

●避難経路が安全かを確認 

●自主避難先が安全かを確

認 

●避難先への持参品を確認 

●地区防災計画や個別避難

計画等の作成・確認 

●熱中症予防や防寒対策等

の準備 等 

リードタイム

を確保可能な

時にとるべき

行動 

【警戒レ

ベル３】

高齢者等

避難、【警

戒レベル

４】避難

指示 

●洪水等 

●土砂災害 

●高潮 

屋内

安全

確保 

安全な自

宅・施設等 

●安全な上階へ移動 

※ 「上階へ移動」は、

自らが居る建物内に限ら

ず、近隣に身の安全を確

保可能なマンションやビ

ル等の民間施設がある場

合に、当該建物の上階へ

移動（ 垂直避難）する

ことも含む 

●安全な上層階に留まる 

等 

●ハザードマップ等で家屋

倒壊等氾濫想定区域、浸水

深、浸水継続時間等を確認

し、自宅・施設等で身の安

全を確保でき、かつ、浸水

による支障※2 を許容でき

るかを確認 

●市町村・地域と民間施設

間で避難に関する協定を締

結 

●孤立に備え備蓄等を準備 

●熱中症予防や防寒対策等

の準備 等 

リードタイム

を確保可能な

時にとりうる

行動 

【警戒レ

ベル３】

高齢者等

避難 

【警戒レ

ベル４】

避難指示 

●洪水等 

●高潮 

※1 リードタイムとは、指定緊急避難場所等への立退き避難に要する時間のこと。

施設利用者の避難誘導等にあたり、施設の運営の状況、立地、構造等に

応じて、避難行動をあらかじめ確認しておきましょう。 
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リードタイムを確保可能であれば、基本的には、災害が発生する前までに指定緊急

避難場所等への立退き避難を完全に完了することが期待できる。 

※2 支障の例：水、食糧、薬等の確保が困難になるおそれ、電気、ガス、水道、ト

イレ等の使用ができなくなるおそれ。 

 

 

 

 

（１）避難行動の考え方 

災害から身を守るためには、命の危険を脅かされる可能性がない場所に避難す

ることと、災害が発生するまでに避難を完了することが避難行動の原則です。 

屋内で安全に避難できる場合は屋内安全確保を検討してください。 

次のように立ち退き避難、屋内安全確保が困難である場合には、緊急安全確保

を検討してください。 

○実際に立ち退き避難する段階で、周辺の道路の冠水や暴風などにより、外 

への移動がかえって危険な場合 

○施設利用者が寝たきりなど避難行動のリードタイムが確保できない場合   

（出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドラインの改定（令和８年３月）」 
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（２）施設に必要な、適切な避難行動の確認 

   施設のそれぞれの状況に応じて、適切な避難行動は異なることから、次のフ

ローを参考にして確認してください。 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

避難パターンＡ 建物内で安全を確保します。（建物内での待避） 

避難パターンＢ 建物内で浸水深より高い階で避難します。（垂直避難） 

避難パターンＣ 
施設の車両や介護タクシー等を活用して、あらかじめ選定した避難場

所、または浸水想定区域外の施設等に避難します。（立ち退き避難） 

避難パターンＤ 
高潮はリードタイムが比較的長いため、暴風等が発生する前に引渡しが

必要な施設は引渡しを行います。（引渡し） 

洪水・高潮時の浸水想定区域

内に建物が立地 

家屋倒壊等氾濫想定区域 

（河岸侵食）内に建物が立地 

家屋倒壊等氾濫想定区域 

(氾濫流・越波)内に木造建物が立地 

浸水深が最上階の床の高さを上

回る 

浸水が長時間（７２時間以

上）継続する 

浸水深より高い階で全員が収

容できる 

 

避難パターンＣ 

（立ち退き避難） 
避難パターンＢ 
（垂直避難） 

ＮＯ 

ＹＥＳ（洪水又は引渡しなし） 

避難パターンＡ 

（建物内での待避） 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

Ｙ Ｅ Ｓ

■洪水・高潮の避難判断フロー■ 

 

１週間程度の

備蓄を実施 

Ｙ Ｅ Ｓ

ＮＯ 

避難パターンＤ 

（引渡し） 
ＹＥＳ（高潮かつ

引渡しあり） 
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避難パターンＡ 建物内で安全を確保します。（建物内での待避） 

避難パターンＢ 建物内で浸水深より高い階で避難します。（垂直避難） 

避難パターンＣ 
施設の車両や介護タクシー等を活用して、あらかじめ選定した避難場

所、または浸水想定区域外の施設等に避難します。（立ち退き避難） 

避難パターンＤ 
浸水防止対策を実施して建物内で安全を確保します。（浸水防止対策を

実施して建物内での待避） 

内水氾濫時の浸水想定区域内

に建物が立地 

建物の想定浸水深が 0.5ｍ以上 

使用している建物に床下があ

る又は 1 階出入口が地面から

の高さで浸水のおそれがある 

２階以上への避難が可能 

避難パターンＣ 

（立ち退き避難） 

避難パターンＢ 
（垂直避難） 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

避難パターンＡ 

（建物内での待避） 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

■内水氾濫の避難判断フロー■ 

 

浸水防止対策が可能 

避難パターンＤ 

（浸水防止対策を実施

して建物内での待避） 

ＮＯ 

ＹＥＳ 
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■土砂災害の避難判断フロー■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難パターンＡ 建物内で安全を確保します。（建物内での待避） 

避難パターンＢ 
建物内の２階以上の階層で、崖斜面と反対側へ避難し

ます。（垂直避難） 

避難パターンＣ 
建物内で土砂災害警戒区域にかからない場所（崖斜面

と反対側）へ避難します。（建物内での水平避難） 

避難パターンＤ 

施設の車両や介護タクシー等を活用して、あらかじめ

選定した避難場所、または土砂災害警戒区域外の施設

等に避難します。（立ち退き避難） 

崖下に立地 

土砂災害警戒区域内に

建物が立地 

鉄筋コンクリート(RC)、

鉄骨鉄筋コンクリート

(SRC)構造の堅固な建物 

２階建て以上 
土砂災害警戒区域内に

建物のすべてが立地 

建物内の土砂が到達す

るおそれがない上階に

全員収容できる 

土砂災害警戒区域内に

建物のすべてが立地 

避難パターンＤ 

（立ち退き避難） 
避難パターンＣ 

（建物内での水

平避難） 

避難パターンＢ 

（垂直避難） 

建物内の土砂災

害警戒区域にか

からない場所に

全員収容できる 

建物内の土砂災害警戒

区域にかからない場所

に全員収容できる 

崖の上端から１０ｍ以内に建物が立地 ＮＯ 

ＹＥＳ 

避難パターンＡ 

（建物内での待避） 土砂災害警戒区域が 
建物にかかっていない 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

木造・プレハブ・軽量鉄骨構造
ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

平屋建て 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

収容できない

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

収容できない

収 容 で
き な い
人 

※１ 

※２ 
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※１イメージ図 

 （鉄筋コンクリート(ＲＣ)、鉄骨鉄筋コンクリート(ＳＲＣ)構造の堅固な建物の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２イメージ図 

（鉄筋コンクリート(ＲＣ)、鉄骨鉄筋コンクリート(ＳＲＣ)構造の堅固な建物の場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

☑チェックポイント 

 施設に必要な、適切な避難行動を確認しておきましょう！ 

□ 避難パターンＡ（建物内での待避） 

□ 避難パターンＢ（垂直避難） 

□ 避難パターンＣ（建物内での水平避難） 

□ 避難パターンＤ（立ち退き避難） 

 

 

  

土砂災害警戒区域

土砂災害警戒区域

土砂が到達するおそれがない上階へ移動

し、可能な限り崖とは反対側へ避難 

建物内の土砂災害警戒区域にかからない場

所で、可能な限り崖とは反対側へ避難 
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（３）立ち退き避難における避難先の選定 

避難先は、あらかじめ、関連する施設や川崎市が開設する避難場所等から選定

してください。（避難先までの避難経路が冠水や土砂災害が発生する場合もあり

ますので、避難先は２箇所以上選定してください。） 

なお、実際の避難場所の開設状況については、川崎市防災ポータルサイト、メ

ールニュースかわさき「防災気象情報」、などでお知らせしますので確認してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）避難に要する時間の確認 

（２）で確認した「必要な、適切な避難行動（避難パターン）」、（３）で確認

した「避難先」を基に、施設の職員体制、施設利用者の人数、移送手段の確保な

どを考慮して、避難先への避難に要する時間を確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

☑チェックポイント 

 避難先を２箇所以上選定しておきましょう！ 

①（          ） 

②（          ） 

☑チェックポイント 

 避難に要する時間を確認しましょう！ 

□（    時間    分） 
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１１ 避難確保計画の作成及び訓練の実施について 

 
 
 
 川崎市地域防災計画に掲載した施設管理者等は、当該施設の利用者の各災害時の円滑

かつ迅速な避難の確保を図るために、これまで確認してきた、「防災気象情報及び避難に

関する情報の収集」、「施設の浸水の危険性」、「施設に応じた避難行動」の情報を基に、

『いつ、誰が、何を行うのか』を明確にしながら、避難確保計画を作成してください。 

 

（１）避難確保計画作成の流れ 

市では施設管理者等が避難確保計画を作成していただくために、本「てび

き」とあわせて、「ひな形」を作成しました。 

次の（２）避難確保計画の構成と、「ひな形」に掲げられている各事項は概ね

対応しており、施設管理者等は、（２）避難確保計画の構成に沿って、各災害に

対応した避難確保計画を作成することができます。なお、「ひな形」の記載内容

は各施設の状況に応じ適宜加除訂正により変更してください。 

既に、消防計画や地震等の災害に対処するための具体的な計画を定めている

場合には、「ひな形」等を参考にして、既存の計画に「避難確保計画」の内容を

追加することでも作成したこととなります。 

「てびき」、「ひな形」及び「報告書」の様式は、市 HP において「要配慮者利

用施設における避難確保計画の作成について」で検索して入手してください。 

 
（２）避難確保計画の構成 

避難確保計画では次の事項を定めることになります。 

ア 防災体制に関する事項 

イ 施設利用者の避難の誘導に関する事項 

ウ 避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

エ 防災教育及び訓練の実施に関する事項 

オ 自衛水防組織を置く場合にあっては、当該自衛水防組織の業務に関する事項 

(ア) 水防管理者（川崎市）その他関係機関との連絡調整、自衛水防組織が行

う業務に関する活動要領 

(イ) 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練 

(ウ) その他必要な事項 

カ 前各号のほか、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関す

る事項 

  
（３）避難確保計画の保管場所 

避難確保計画は、各災害が発生するおそれがある場合にはすぐに取り出せる

ような場所に保管しておきましょう。施設管理者等及び施設職員はその保管場

所を周知しましょう。 

 

（４）訓練の実施・報告 

避難を円滑かつ迅速に確保するためには、避難確保計画に基づく訓練を実施

し、必要に応じて計画を見直すことが必要不可欠です。施設管理者等及び施設

職員は、各災害に関する研修や防災訓練を積極的に行うことで、避難確保計画

迅速・確実な避難行動がとれるよう、避難確保計画を作成し、訓練を実施

することで『いつ、誰が、何を行うのか』を周知しておきましょう。 
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の内容を周知しましょう。 

研修や訓練には、避難確保計画のほか、川崎市が発行している防災啓発冊子

「備える。かわさき」などが活用できます。（市 HP にも掲載しています。） 

避難訓練等については、ボランティア団体や NPO 等と協力して、実際に近い

形で行うと効果的です。 

水防法及び土砂災害防止法により、浸水想定区域内の施設管理者等は避難確保

計画に基づく訓練を実施すること、及び訓練実施後に市長に対して訓練結果を報

告することが義務化されております。 

報告については、市 HP で「避難確保計画に基づく訓練実施結果報告」で検索

して行ってください。 

避難訓練等を年１回以上実施し、実施後は概ね１ケ月以内に報告をしてくだ

さい。（訓練内容を分けて複数日で実施する場合は最後にまとめて報告してくだ

さい。） 

 

（５）日ごろの備え 

ア 浸水想定区域図や土砂災害警戒区域等を参考に、施設の災害リスク、周囲

の状況等を確認してください。 

イ 区役所・消防署等の連絡先や緊急連絡網等は事前に確認してください。 

ウ 避難をする際の役割分担をあらかじめ決めておいてください。 

エ 施設職員等への研修や訓練などを定期的に行ってください。 

オ 速やかな避難が行われるように、訓練で見つかった課題をもとに、避難確

保計画を見直しておいてください。 
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１２ 川崎市への報告について 

 
 
 水防法により、施設管理者等は、避難確保計画を作成し、または自衛水防組織を

置いたときは、以下のとおり市長へ報告することが定められております。 

 

（１）避難確保計画を作成したときは、遅滞なくこれを市長に報告してください。

また、下記の内容について当該計画を変更したときも、同様です。（水防法第

１５条の３第２項関連） 

 

① 施設名の変更 

② 施設の住所の変更 

③ 施設の連絡先（電話番号、FAX 番号）の変更 

④ 避難する時期の変更 

⑤ 避難場所の変更 

 

（２）自衛水防組織を置いた場合は、その組織及び構成員、統括責任者の氏名及び

連絡先、洪水予報等の伝達を受ける構成員の氏名及び連絡先を遅滞なく市長に

報告してください。（水防法第１５条の３第８項及び水防法施行規則第１７条関

連） 

 

 上記（１）の避難確保計画を作成又は変更したときの報告は、別紙１の報告書と

ともに計画書を、（２）の自衛水防組織を設置した場合の報告は、別紙２の報告書も

添付して、それぞれ危機管理本部危機対策部へ提出してください。（危機管理本部危

機対策部の提出先は、最後に記載しております、問い合わせ先と同じです。） 

 別紙 1 及び別紙２の報告書の様式は、市 HP において「要配慮者利用施設における

避難確保計画の作成について」で検索して入手してください。 

 

（３）訓練実施結果報告については、市 HP で「避難確保計画に基づく訓練実施結果 

報告」で検索して行ってください。年度ごとに専用フォームでの入力となりま 

す。 

 

  

避難確保計画を作成されましたら、市への報告をお願いします。 



46 
 

１３ 各災害から身を守るためのポイントについて 

 

 

各災害から施設利者等の人命を守るためには、次の４点が重要になります。 

 

① 各災害の危険性がある場所を十分に把握しておきましょう。 

 

② 大雨や大型台風等が予想される場合、施設管理者等及び施設職員は、メールニュ

ースかわさき「防災気象情報」や防災ラジオ、各種メディア等により、防災気象情

報や避難に関する情報の収集に努め、情報は施設管理者等及び施設職員で共有しま

しょう。 

 

③ 立ち退き避難を行う施設管理者等は、【警戒レベル３】高齢者等避難等が発令又

は警戒レベル３相当情報以上の情報が発表された場合、あらかじめ定めた避難手順

に従って、速やかに避難を開始しましょう。 

  ただし、立ち退き避難することを定めている施設であっても、実際に避難する段

階で、周辺の道路の冠水や暴風などにより、外への移動がかえって危険な場合には、

次善の策として、建物の中で、２階以上の部屋等、より安全な場所に避難しましょ

う。（緊急安全確保） 

 

④ 避難情報等が発令されなくとも、浸水や土砂災害のおそれが確認された場合は、

すみやかに自主避難を開始しましょう。 

※「空振り覚悟で早めの避難」、「自らの命は自らが守る」を心がけましょう。 

 

  

改めて重要なポイントを確認しましょう。 
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１４ 避難確保計画に定めるべき事項について 

 

 

 

 

（１）計画の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《解説及び留意事項》 

＜対象施設＞ 

本１４項「避難確保計画に定めるべき事項について」の対象とする施設は、水防法

第１５条第１項第４号ロ又は土砂災害防止法第８条第４項に定める「社会福祉施設、

学校、医療施設等」の主として高齢者や障害児・者、乳幼児その他の特に防災上の配

慮を要する人が利用する施設です。 

＜報告事項＞ 

水防法第１５条の３第２項及び土砂災害防止法第８条の２第２項では、施設管理者

等は、計画を作成したときは、遅滞なく、当該計画を市長へ報告することとなってお

ります。 

＜計画の作成者＞ 

 災害時要配慮者利用施設の所有者と管理者が異なる場合、原則として、災害時に施

設利用者の避難誘導等を行う所有者又は管理者が避難確保計画等を作成してくださ

い。 

＜てびき、ひな形及び報告書の様式＞ 

 「てびき」、「ひな形」及び「報告書」の様式は、市 HP において「要配慮者利用施設

における避難確保計画の作成について」で検索して入手してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記載例》 

１ 計画の目的 

（１）計画の目的 

この計画は、水防法第１５条の３第１項及び土砂災害警戒区域等における

土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条の２第１項に基づくものであ

り、「○○（施設名）」の利用者の洪水・内水氾濫・高潮・土砂災害時の円滑か

つ迅速な避難を図ることを目的とする。 

（２）計画の修正 

   必要に応じて、計画の見直し・修正を行う。 

 

以下の解説と「ひな形」を参考に施設の実情に応じた、避難確保計画を

速やかに作成しましょう。 
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（２）計画の適用範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《解説及び留意事項》 

○施設の利用者や施設職員等を把握し、施設の規模や利用者等に応じた計画を作成し

てください。 

○利用者数が曜日や時間帯によって変動する場合には、状況に応じた計画にする必要

があります。また、施設職員数が少なくなる夜間や休日の対応についても検討してお

く必要があります。 

〇入居者とは、施設で宿泊や生活されている人です。 

 

 

 

  

《記載例》 

２ 計画の適用範囲 

（１）この計画は、「○○（施設名）」に勤務又は利用する全ての者に適用する。 

（２）施設の状況 

延べ床面積 ※１ 

人     数 
構 造 

※２ 
平日 休日 

利用者 施設職員 利用者 施設職員 

地上１階 ○○m2 

○○m2 

昼間 

約 ○名 

※ 

昼間 

約 ○名 

 

昼間 

約 ○名 

 

昼間 

約 ○名 

 

鉄骨鉄筋コンクリート 

鉄筋コンクリート 

木造、プレハブ、軽量鉄骨 

その他(    ) 

○階建ての○～○階使用 

地上２階 m2 

地上３階 m2 夜間 

約 ○名 

夜間 

約 ○名  

夜間 

約 ○名 

夜間 

約 ○名  
地上４階 m2 

※ 入居者は〇～〇階に居住している。 

高齢者施設、障害児・者施設で通っている場合は、通所要領を選択してください。 

施設利用者は ア 独力で通っている。 イ 施設の送迎車両で通っている。 ウ 家族

等が常に同伴している。 エ その他(          )で通っている。 
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（３）施設の洪水及び高潮リスクの確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《解説及び留意事項》 

○神奈川県の洪水浸水想定区域図、川崎市の洪水及び高潮ハザードマップやガイドマ

ッブかわさきの防災マップ、神奈川県の(東京湾沿岸)高潮浸水想定区域図、家屋倒壊

等氾濫想定区域図等から施設の洪水及び高潮リスクを確認してください。 

ただし、洪水ハザードマップや「ガイドマップかわさき」（洪水の場合）は多摩川

水系、鶴見川水系としての洪水リスクを表していますので、多摩川水系と鶴見川水

系の洪水リスク内の施設で近傍に他の河川がある場合は神奈川県 HP の「河川の氾濫

による洪水浸水想定区域図」で近傍の河川の洪水リスクを確認して洪水リスクがあ

る場合は記述してください。 

該当する区で確認が必要と思われる河川は次のとおりです。 

幸区では、鶴見川水系のほかに矢上川です。 

《記載例》 

３ 「○○（施設名）」の洪水・内水氾濫・高潮・土砂災害リスクの確認 

（１）洪水のリスク 

対象河川 

洪水リスク 
多摩川 鶴見川 ○○川 

想定浸水深 0.5～3.0ｍ未満 0.5ｍ未満  

浸水継続時間 ２４時間未満 なし  

家屋倒壊等氾濫流区域内 入っている 入っていない  

家屋倒壊等河岸侵食区域内 入っていない 入っていない  

 

（２）内水氾濫のリスク 

 

（３）高潮のリスク 

区  分 高潮リスク 

想定浸水深 ○～○m未満 

浸水継続時間 ○○未満 

家屋倒壊等氾濫流区域内 入っている 

家屋倒壊等越波区域内 入っていない 

 

（４）土砂災害のリスク 

  ア ガイドマップかわさきによる施設所在地 

※「ガイドマップかわさき」から検索した画面を印刷し、施設所在地がわかるように着色してくだ

さい。 

 

 

 

イ施設の立地と土砂災害警戒区域の関係 

（   施設名   ）は、崖の（ 上 ／ 下 ）に立地しており、

（ 庭、駐車場等だけが ／ 建物の一部が ／ 建物の半分以上 ／ 建物

のすべて ）が（土砂災害警戒区域 ／ 土砂災害特別警戒区域 ）にかかっ

ている。 
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中原区では、多摩川水系のほかに二ヶ領本川（用水）です。 

高津区では、多摩川水系のほかに二ヶ領本川と平瀬川及び鶴見川水系（矢上 

川）のほかに有馬川です。 

多摩区では、多摩川水系のほかに三沢川、二ヶ領本川、山下川、五反田川（栄橋

水位観測所付近から下流）です。 

麻生区では、鶴見川水系のほか真光寺川（矢崎橋水位観測所付近）、麻生川（天神

橋水位観測所から鶴見川合流地点まで）です。 

〇〇水系とは、〇〇川（本川）に集まるすべの川をまとめて「〇〇水系」と 

呼称しています。 

○洪水リスクを確認して、防災体制、避難場所等を検討してください。 

○浸水深に応じて、避難する上階の目安は次のとおりです。 

浸水深 ０．５m 未満 ０．５～３m 未満 ３～５m 未満 

避難する上階の目安 １階以上 ２階以上 ３階以上 

○建物が木造の場合で洪水時又は高潮時の家屋倒壊等氾濫流区域内に入っている場

合には、家屋が倒壊するおそれがありますので、立ち退き避難をしてください。 

○家屋倒壊等河岸浸食区域内に入っている場合は、鉄筋コンクリート造りでも家屋が

流失するおそれがありますので、立ち退き避難をしてください。 
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（４）防災体制  《記載例》 

４ 防災体制 

（１）次の目安により必要に応じて防災体制を確立する。 

  ※下記のほか、施設の管理権原者（又は自衛水防組織の統括管理者）の指揮命令に従

うものとする。 

【洪水の場合】（立ち退き避難が必要な場合など） 

体制区分 体制確立の判断時期 活 動 内 容 対応要員※ 

平 常 時 

 ・避難確保計画、緊急連絡網等

の更新 

・資機材・備蓄品の点検・整備 

・防災教育・訓練の企画・実施 

施設管理者等（代行

者） 

総括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・大雨、暴風に関する早期注

意情報発表 

【その他】 

・大雨、台風等に関する防災

気象情報発表 

・時系列情報（大雨等）発表

等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

・通所型施設の事前休業の判

断（検討） 

施設管理者等（代行

者） 

・防災気象情報等の情報収集・

伝達 

総括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル２】 

・レベル２大雨注意報発表 

・Ａ川(△△水位観測所)レベ

ル２氾濫注意報発表  

【警戒レベル２相当情報】 

・Ｂ川レベル２氾濫注意情報

の発表  

・Ａ川の水害リスクライン

(黄)が現出 

・Ｂ川の洪水キキクル(黄)が

現出 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

施設管理者等（代行

者） 

・洪水予報・高潮・避難に関す

る情報等の収集・伝達 

・施設利用者家族への連絡 

総括・情報班 

・使用する資器材の準備 

 

総括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への状況説明 

・施設利用者移動手段の確保 

・周辺住民等への事前協力依

頼等 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３大雨警報発表 

・Ａ川(△△水位観測所)レ

ベル３氾濫警報発表 

・Ｂ川氾濫警戒情報の発表  

・Ａ川の水害リスクライン

(赤)が現出 

・Ｂ川の洪水キキクル(赤)が

現出 等 

【その他】 

・危険の兆候を確認 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

・通所型施設の臨時休業の判

断 

・避難の判断 

施設管理者等（代行

者） 

・避難場所の開設状況の確認 

・避難を行う際の区役所等へ

の連絡 

総括・情報班 

・利用者の避難誘導 

・施設利用者の引渡し 

避難誘導班 
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【洪水の場合】（屋内安全確保(垂直避難)が可能な場合など) 

体制区分 体制確立の判断時期 活 動 内 容 対応要員 

平 常 時 

 ・避難確保計画・緊急連絡網

等の更新 

・資機材・備蓄品の点検・整

備 

・防災教育・訓練の企画実施 

施設管理者等（代

行者） 

統括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・早期注意情報発表  

【警戒レベル２】 

・レベル２大雨注意報発表 

・Ａ川(△△水位観測所)レベル２氾濫

注意報発表 

【警戒レベル２相当情報】 

・Ｂ川レベル２氾濫注意情報発表  

・Ａ川の水害リスクライン(黄)が現出 

・Ｂ川の洪水キキクル(黄)が現出 等 

【その他】 

・大雨、台風等に関する防災気象情報発

表 

・時系列情報（大雨等）発表 等 

・防災体制・施設職員の参集

判断 

 

施設管理者等（代

行者） 

・防災気象情報等の情報収

集・伝達 

統括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３大雨警報発表 

・Ａ川(△△水位観測所)レベル３氾

濫警報発表 

・Ｂ川レベル３氾濫警戒情報発表  

・Ａ川の水害リスクライン(赤)が現出 

・Ｂ川の洪水キキクル(赤)が現出 等 

・防災体制・施設職員の参集

判断 

施設管理者等（代

行者） 

・洪水予報・高潮・避難に関

する情報等の収集・伝達 

・施設利用家族への連絡 

統括・情報班 

・使用する資器材の準備 統括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への説明 

・施設利用者移動手段の確

保 

・周辺住民等への事前協力

依頼 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル４】 

・避難指示の発令 

【警戒レベル４相当情報】 

・レベル４大雨危険警報発表 

・Ａ川(△△水位観測所)レベル４氾

濫危険警報発表 

・Ｂ川氾濫危険情報発表 

・Ａ川の水害リスクライン(紫)が現出 

・Ｂ川の洪水キキクル(紫)が現出 等 

【その他】 

・暴風警報の発表 

・危険の兆候を確認 等 

・防災体制・施設職員の参集

判断 

・避難の判断 

施設管理者等（代

行者） 

・避難場所の開設状況の確

認 

・避難を行う際の区役所等

への連絡 

統括・情報班 

 

 

・利用者の避難誘導 避難誘導班 
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 【内水氾濫の場合】（立ち退き避難が必要な場合など）） 

体制区分 体制確立の判断時期 活 動 内 容 対応要員 

平 常 時 

 ・避難確保計画・緊急連絡網等

の更新 

・資機材・備蓄品の点検・整備 

・防災教育・訓練の企画実施 

施設管理者等（代行

者） 

統括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・大雨、暴風に関する早期注意

情報発表 

【その他】 

・大雨、台風等に関する防災気

象情報発表 

・時系列情報（大雨等）発表 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

・通所型施設の事前休業の判

断（検討） 

施設管理者等（代行

者） 

・防災気象情報等の情報収集・

伝達 

統括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル２】 

・レベル２大雨注意報発表 

・施設が所在する地域の浸水キ

キクル(黄)が現出 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

施設管理者等（代行

者） 

・洪水予報・高潮・避難に関す

る情報等の収集・伝達 

・施設利用家族への連絡 

統括・情報班 

・使用する資器材の準備 統括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への説明 

・施設利用者移動手段の確保 

・周辺住民等への事前協力依

頼 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３大雨警報発表 

・施設が所在する地域の浸水キ

キクル(赤)が現出 等 

【その他】 

・危険の兆候を確認 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

・通所型施設の臨時休業の判 

 断 

・避難の判断 

施設管理者等（代行

者） 

・避難場所の開設状況の確認 

・避難を行う際の区役所等へ

の連絡 

統括・情報班 

 

 

・施設利用者の避難誘導 

・施設利用者の引渡し 

 

避難誘導班 
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 【内水氾濫の場合】（屋内安全確保(垂直避難)が可能な場合など） 

 

体制区分 体制確立の判断時期 活 動 内 容 対応要員 

平 常 時 

 ・避難確保計画・緊急連絡網等

の更新 

・資機材・備蓄品の点検・整備 

・防災教育・訓練の企画実施 

施設管理者等（代行

者） 

統括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・大雨、暴風に関する早期注意情報

発表 

【警戒レベル２】 

・レベル２大雨注意報発表 

【警戒レベル２相当情報】 

・施設が所在する地域の浸水キキク

ル(黄)が現出 等 

【その他】 

・大雨、台風等に関する防災気象情

報発表 

・時系列情報（大雨等）発表 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

施設管理者等（代行

者） 

・防災気象情報等の情報収集・

伝達 

統括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３大雨警報発表 

・施設が所在する地域の浸水キキク

ル(赤)が現出 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

施設管理者等（代行

者） 

・洪水予報・避難に関する情報

等の収集・伝達 

・施設利用家族への連絡 

統括・情報班 

・使用する資器材の準備 統括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への説明 

・施設利用者移動手段の確保 

・周辺住民等への事前協力依頼 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル４】 

・避難指示の発令 

【警戒レベル４相当情報】 

・レベル４大雨危険警報発表 

・施設が所在する地域の浸水キキク

ル(紫)が現出 等 

【その他】 

・暴風警報の発表 

・危険の兆候を確認 等 

・防災体制・施設職員の参集判

断 

・避難の判断 

施設管理者等（代行

者） 

・避難場所の開設状況の確認 

・避難を行う際の区役所等への

連絡 

統括・情報班 

 

 

・施設利用者の避難誘導 避難誘導班 
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 【高潮の場合】（立退き避難が必要な場合など） 

体制区分 体制確立の判断時期 活 動 内 容 対応要員 

平 常 時 

 ・避難確保計画・緊急連絡網等の

更新 

・資機材・備蓄品の点検・整備 

・防災教育・訓練の企画実施 

施設管理者等（代行

者） 

統括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・高潮、暴風に関する早期注意

情報発表 

【その他】 

・台風、高潮等に関する防災気

象情報発表 

・時系列情報(高潮等)発表 等 

・防災体制・施設職員の参集判断 

・通所型施設の事前休業の判断

（検討） 

施設管理者等（代行

者） 

・防災気象情報等の情報収集・伝

達 

統括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル２】 

・レベル２高潮注意報発表 

 

 

・防災体制・施設職員の参集判断 施設管理者等（代行

者） 

・高潮・避難に関する情報等の収

集・伝達 

・施設利用家族への連絡 

統括・情報班 

・使用する資器材の準備 統括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への説明 

・施設利用者移動手段の確保 

・周辺住民等への事前協力依頼 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３高潮警報発表 等 

【その他】 

・危険の兆候を確認 等 

・防災体制・施設職員の参集判断 

・通所型施設の臨時休業の判  

 断 

・避難の判断 

施設管理者等（代行

者） 

・避難場所の開設状況の確認 

・避難を行う際の区役所等への

連絡 

統括・情報班 

 

 

・施設利用者の避難誘導 

・施設利用者の引渡し 

 

避難誘導班 
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 【高潮の場合】（屋内安全確保（垂直避難）が可能な場合など) 

体制区分 体制確立の判断時期 活 動 内 容 対応要員 

平 常 時 

 ・避難確保計画・緊急連絡網等の

更新 

・資機材・備蓄品の点検・整備 

・防災教育・訓練の企画実施 

施設管理者等（代

行者） 

統括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・高潮、暴風に関する早期注意情報

発表 等 

【警戒レベル２】 

・レベル２高潮注意報発表 

【その他】 

・台風、高潮等に関する防災気象情

報発表 

・時系列情報(高潮等)発表 等 

・防災体制・施設職員の参集判断 

 

施設管理者等（代

行者） 

・防災気象情報等の情報収集・伝

達 

統括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３高潮警報発表 等 

  

  

 

・防災体制・施設職員の参集判断 施設管理者等（代

行者） 

・高潮・避難に関する情報等の収

集・伝達 

・施設利用家族への連絡 

統括・情報班 

・使用する資器材の準備 統括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への説明 

・施設利用者移動手段の確保 

・周辺住民等への事前協力依頼 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル４】 

・避難指示の発令 

【警戒レベル４相当情報】 

・レベル４高潮危険警報発表 等 

【その他】 

・暴風警報の発表 

・危険の兆候を確認 等 

・防災体制・施設職員の参集判断 

・避難の判断 

施設管理者等（代

行者） 

・避難場所の開設状況の確認 

・避難を行う際の区役所等への連

絡 

統括・情報班 

 

 

・施設利用者の避難誘導 避難誘導班 
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 【土砂災害の場合】（立ち退き避難が必要な場合など） 

体制区分 体制の判断時期 活動内容 対応要員 

平 常 時 

 ・避難確保計画、緊急連絡網の更新 

・備蓄品の整備・点検・管理 

・防災教育・訓練の企画実施 

施設管理者等（代理者） 

統括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・土砂災害・暴風等に関する早

期注意情報発表 

【その他】 

・土砂災害、台風に関する防災

気象情報発表 

・時系列情報(土砂災害等)発表 

等 

・防災体制・施設職員の参集判断 

・通所型施設の事前休業の判断 
施設管理者等（代理者） 

・防災気象情報の収集・伝達 統括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル２】 

・レベル２土砂災害注意報発表 

【警戒レベル２相当情報】 

・施設が所在する地域に土砂キ

キクル（黄）が現出 等 

 

 

 

・防災体制・施設職員の参集判断 施設管理者等（代理者） 

・防災気象情報・避難に関する情報

の収集・伝達 

・施設利用者家族への連絡 

統括・情報班 

・使用する資器材の準備 統括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への状況説明 

・施設利用者移動手段の確保 

・周辺住民等への事前協力依頼等 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３土砂災害警報発表 

・施設が所在する地域に土砂キ

キクル（赤）が現出 等 

【その他】 

・崖崩れの前兆現象確認 等 

・防災体制・施設職員の参集判断 

・通所型施設の臨時休業の判断 

・避難の判断 

施設管理者等（代理者） 

・避難場所の開設状況の確認 

・避難を行う際の区役所等への連絡 

・公共交通機関の運行状況の確認 

統括・情報班 

・施設利用者の避難誘導 

・施設利用者の引渡し 避難誘導班 
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《解説及び留意事項》 

○施設の立地や運営条件などにより立ち退き避難を行う場合及び屋内安全確保（垂直

避難）を行う場合）の２例を挙げています。条件に合うものを選択して計画を作成

してください。必要に応じて、施設利用者の引渡しまで記載してください。 

 【土砂災害の場合】（屋内安全確保(垂直避難)が可能な場合など) 

体制区分 体制の判断時期 活動内容 対応要員 

平 常 時 

 ・避難確保計画、緊急連絡網の更新 

・備蓄品の整備・点検・管理 

・防災教育・訓練の企画実施 

施設管理者等（代理者） 

統括・情報班 

避難誘導班 

注意体制 

【警戒レベル１】 

・土砂災害・暴風等に関する早

期注意情報発表 

【警戒レベル２】 

・レベル２土砂災害注意報発表 

【警戒レベル２相当情報】 

・施設が所在する地域に土砂キ

キクル（黄）が現出 等 

【その他】 

・土砂災害、台風に関する防災

気象情報発表 

・時系列情報(土砂災害等)発表 

等 

・防災体制・施設職員の参集判断 施設管理者等（代理者） 

・防災気象情報の収集・伝達 統括・情報班 

警戒体制 

【警戒レベル３】 

・高齢者等避難の発令 

【警戒レベル３相当情報】 

・レベル３土砂災害警報発表 

・施設が所在する地域に土砂キ

キクル（赤）が現出 等 

・防災体制・施設職員の参集判断 施設管理者等（代理者） 

・防災気象情報・避難に関する情報

の収集・伝達 

・施設利用者家族への連絡 

統括・情報班 

・使用する資器材の準備 統括・情報班 

避難誘導班 

・施設利用者への状況説明 

・施設利用者移動手段の確保 

・周辺住民等への事前協力依頼等 

避難誘導班 

非常体制 

【警戒レベル４】 

・避難指示の発令 

【警戒レベル４相当情報】 

・レベル４土砂災害危険警報発

表 

・施設が所在する地域に土砂キ

キクル（紫）が現出 等 

【その他】 

・暴風警報の発表 

・崖崩れの前兆現象確認 等 

・防災体制・施設職員の参集判断 

・避難の判断 
施設管理者等（代理者） 

・避難場所の開設状況の確認 

・避難を行う際の区役所等への連絡 
統括・情報班 

・施設利用者の避難誘導 

避難誘導班 
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＜防災体制＞ 

○各災害時の体制区分、体制確立の判断時期、活動内容及び活動を実施する要員を検

討・記載してください。 

＜体制区分＞ 

○体制は、施設利用者に応じた活動内容、施設の職員数、通常業務への影響等を踏ま

え、施設の実情に応じて設定してください。 

＜体制確立の判断時期＞ 

○体制確立の判断時期は、各災害の危険性、リードタイム、施設利用者の避難及びそ

の準備に要する時間、施設利用者を引渡しする場合は引渡しに要する時間等を考慮

して設定してください。 

〇高齢者等避難や避難指示の発令が間に合わない場合なども想定して、体制確立の判

断時期の基準となる情報を複数設定し、そのうちのいずれかに該当した場合でも、

体制を確立するようにしてください。 

○複数の河川の浸水想定区域内に位置している施設においては、それぞれの河川の氾

濫の危険性を考慮して検討してください。 

〇施設所管局から別途通知等がある場合には、原則、その通知に従い、災害対応を行

ってください。 

＜活動内容＞ 

○防災気象情報の収集から避難誘導までの各災害時における主な活動内容及びその

順序について検討してください。 

○その際、児童等の引渡しを行う場合は、避難が屋内安全確保でも高齢者等避難の発

令後から速やかに行えるように、また立ち退き避難の場合は立ち退き避難先で速や

かに行えるように検討してください。また児童等の引渡しに必要な時間が確保でき

ない恐れがある場合は、屋内安全確保の場合は引渡し開始時期を早める、立退き避

難の場合は避難開始時期を早めることもご検討ください。 

〇通所型施設の事前休業については、①早期注意情報の「中」又は「高」が発表さ

れている場合、②大型台風の来襲が予想される場合、③公共交通機関の運休が予

定されている場合などで考えられます。 

市等から事前休業についての考え方が示されている場合にはその考え方に則って

御対応ください。  

一例 

 ・大型台風の来襲が予想される場合で、公共交通機関の計画運休が予定されている

場合、事前休業とする。 

 ・午前〇〇時の時点で、川崎市内に以下のいずれかが発表されている場合は、臨時

休業とする。 

   ①暴風警報又は暴風特別警報、②レベル４大雨危険警報又はレベル５大雨特別

警報 

午前〇〇の時間は施設利用者が自宅などを出る時間前が考えられます。 

＜対応要員＞ 

○各活動を実施する要員を検討してください。 

○夜間や休日など、当該施設等の外にいる施設職員等の非常参集にあたっては、氾濫

水の到達時間や今までの浸水実績等を勘案して参集ルートについて浸水の可能性

のある箇所や土砂災害警戒区域などを避けるなど、施設職員等の安全に配慮してく

ださい。 
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《解説及び留意事項》 

＜班編成＞ 

○各職員がどの班を担うのか明確にしてください。 

○施設管理者等に関しては、不在の場合の代行者も別途決めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《解説及び留意事項》 

＜外部連絡先一覧＞ 

○災害時に連絡する可能性のある外部機関を記載してください。 

○連絡先としては、区役所、消防署、警察署、避難場所等が考えられますが、施設 

の特性に応じて追加してください。 
 

 

 

 

 

 

＜記載例＞  

（２）班構成 

班構成及び各班の要員は次のとおりとする。 

班名 昼間 夜間 

施設管理者等 施設管理者の職名又は氏名 

（代行者：   ） 

統括・情報班 該当する職員の職名又は氏名 

 

 

該当する職員の職名又は氏名 

 

 

避難誘導班 該当する職員の職名又は氏名 

 

該当する職員の職名又は氏名 

 

注：班員が複数いる場合は班長を指名してください。 

＜記載例＞ 

（３）外部連絡先一覧 

   外部の連絡先は、次のとおりとする。 

機 関 名 連  絡  先 

○○区役所 ○○区××１－２－３  Tel000-0000 

消防署  

警察署  

小学校  

中学校  

  

  



61 
 

 

＜記載例＞ 

（４）体制ごとの施設内緊急連絡網 

 

 

《解説及び留意事項》 

＜「施設内の緊急連絡網」＞ 

〇「施設内の緊急連絡網」を作成していない施設では作成をお願いいたします。また、

常に最新の状況にしておいてください。 

 

 

 

 

 

 

  

＜記載例＞ 

（４）施設内の緊急連絡網 

  施設内の緊急連絡網は、「〇〇（施設名）の緊急連絡網」によるものとす

る。 
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（５）情報収集及び伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記載例》 

５ 情報収集及び伝達 

（１）情報収集 
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（２）情報伝達等（実際の行動例含む） 

 洪水 内水氾濫 高潮 土砂災害 

気象警報や避難

情報が発表され

た場合 

 

 

 

 

・施設内緊急連

絡網」に基づき、

施設内関係者間

で情報共有す

る。 

・「施設利用者

家族緊急連絡

網」に基づき、

家族、役所等に

対し避難、引渡

しについて連絡

する。 

・施設内緊急連

絡網」に基づき、

施設内関係者間

で情報共有す

る。 

・「施設利用者

家族緊急連絡

網」に基づき、

家族、役所等に

対し避難、引渡

しについて連絡

する。 

・施設内緊急連

絡網」に基づき、

施設内関係者間

で情報共有す

る。 

・「施設利用者

家族緊急連絡

網」に基づき、

家族、役所等に

対し避難、引渡

しについて連絡

する。 

・施設内緊急連

絡網」に基づき、

施設内関係者間

で情報共有す

る。 

・「施設利用者

家族緊急連絡

網」に基づき、

家族、役所等に

対し避難、引渡

しについて連絡

する。 

立退き避難の場

合 

・避難が完了し

た旨を連絡す

る。 

・避難が完了し

た旨を連絡す

る。 

・避難が完了し

た旨を連絡す

る。（通所の場合

基本は引渡し） 

・避難が完了し

た旨を連絡す

る。 

引渡しの場合 ・いつどこで引

渡しを行うか

や、引渡しが完

了した旨を連絡

する。 

・いつどこで引

渡しを行うか

や、引渡しが完

了した旨を連絡

する。 

・いつどこで引

渡しを行うか

や、引渡しが完

了した旨を連絡

する。 

・いつどこで引

渡しを行うか

や、引渡しが完

了した旨を連絡

する。 

屋内安全確保の

場合 

・屋内安全確保

が完了した旨を

連絡する。 

・屋内安全確保

が完了した旨を

連絡する。 

・屋内安全確保

が完了した旨を

連絡する。 

・屋内安全確保

が完了した旨を

連絡する。 

その他注意点等 浸水深や浸水継

続時間から立退

き避難か引渡し

か屋内安全確保

を検討する。 

浸水深や浸水継

続時間から立退

き避難か引渡し

か屋内安全確保

を検討する。深

水深が５０㎝未

満の区域は基本

的に立退き避難

や事前の引渡し

の必要はない

が、引渡しの時

期について、浸

水がなくなって

から引渡しを行

うなどの検討が

必要。 

高潮はリードタ

イムが長いた

め、早めの避難

判断が可能なた

め、早めの引渡

しを検討する。 

基本は立退き避

難。 
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《解説及び留意事項》 

＜「メールニュースかわさき」の「防災気象情報」の登録＞ 

○市は「メールニュースかわさき」により洪水に関する情報として洪水予報河川（多

摩川、鶴見川）における洪水予報（レベル２氾濫注意報、レベル３氾濫警報、レべ

ル４氾濫危険警報など）又は水位周知河川（多摩川水系の平瀬川、平瀬川支川、三

沢川、二ヶ領川本川、五反田川、鶴見川水系の矢上川、鶴見川、麻生川、有馬川、

真光寺川）における水位情報（水防団待機水位、避難判断水位、氾濫危険水位など）

や洪水・高潮に関する気象注意報・警報及び避難情報などを提供しております。 

○災害時要配慮者利用施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織を設置した施設の

情報を受ける担当者は、「メールニュースかわさき」の「防災気象情報」を登録して

ください。（水防法第１５条第２項第２号関連） 

＜情報収集手段の確認＞ 

〇情報収集手段ごとに収集要領、収集できる情報内容、情報の伝達要領等について訓

練を通じて必ず複数の人が実行できるようにしてください。特に市 HP の「防災ポ

ータルサイト」は「メールニュースかわさき」を登録していない場合、自ら収集す

る必要があることから必ず確認をしてください。 
＜施設周辺等の確認＞ 

○避難に備えて、周辺の水路が溢れていないか、道路が通行できるか等、あらかじめ

確認しておきましょう。また、浸水が始まっていないか、土砂災害の前兆が無いか

等についても注意してください。 

ただし、台風が通過している最中や雨が強く降っている時には、外の様子を確認

するために外出することは危険ですので、施設内から確認するなど、安全に配慮し

てください。 

○所管する部署などへの連絡については、報告する内容、報告先等について事前に調

整しておく必要があります。 

○利用者家族への連絡は、連絡する内容、連絡がとれない場合の対応等について事前

に調整しておき，避難や引渡しに混乱をきたさないようにすることが重要です。 

なお、利用者家族の避難状況によっては連絡がとりづらい場合があるため、「災害

用伝言ダイヤル」が起動している場合の連絡方法についても検討しておくと良い

です。 

＜情報伝達等（実際の行動例含む）＞ 

〇情報伝達を行う時期や実際の動きについて、災害ごとに一覧表にしてあります。 

施設ごとに災害リスクを選択し、不要な災害リスクは削除するとともに、適宜内

容を加除訂正して実際に対応する形に修正してください。 
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（６）避難誘導

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

避難所 
△ △ Tel 

避難所 
○ ○ Tel    

○○駅 

 

施設 

所在地 

踏み切り注意 
階
段 

 
 
 
 
 

土砂災害警戒区域 
※この近辺には近寄らない 

＜記載例＞  

６ 避難誘導 

 【立退き避難の場合】 

 （１）避難場所・避難経路（近くの避難所が開設していない場合もあるので、避難所開設状

況を確認する。） 

・避難場所は（    ○○    ）、（   △△    ）とする。 

・避難場所への移動が困難な場合、本施設の〇階に一時避難する 

（２）避難経路 

避難場所への避難経路は次のとおりとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（３）避難手段等 

ア 施設管理者等は実際に避難するときに備えて、施設利用者情報（名前、生年月 

日、連絡先、移動上の注意等）を整理しておく。 

イ 施設内の各部屋より避難完了確認のため、未避難者の有無を確認する。 

ウ 施設管理者等は、施設利用者の状況ごとにあらかじめ移動方法を定めておく。 

エ 施設利用者の引渡しを確実に行うものとする。 

 
施設利用者の状況 移動方法 

（例）短い距離は歩行できる者 （例）徒歩により玄関集合後、マイクロバスにて避難場所へ移

動 
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事務室 

食堂 

EV 

調理室 

会議室 
宿直室 

ボ
イ
ラ
ー

この階段は使用禁止 

この階段を使う 

居室 居室 

談話室 

EV 

居室 

居室 
居室 

倉
庫 居室 

＜記載例＞ 

【屋内安全確保の場合】 

（１）避難場所 

本施設の〇〇階へ避難する。 

(２) 避難経路 

施設内のエレベーター及び○○階段とする。 

ただし、停電のおそれがあるときにはエレベーターを使用しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）避難手段等 

ア 施設○○室への避難は、徒歩、車いすによるものとし、エレベーターの使用は車

いす利用者を優先する。 

イ 施設内の各部屋より避難完了確認のため、未避難者の有無を確認する。 

ウ 施設利用者の引渡しを確実に行うものとする。 
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《解説及び留意事項》 

＜避難場所の指定＞ 

○立ち退き避難する際の避難場所については、原則として施設から最寄りの避難場所

及び施設側で調整済の施設等を指定するものとします。 

○施設等で浸水しない上階へ移動できる(垂直避難)、又は浸水しない施設等に留まれ

る(待避)場合又は土砂災害警戒区域に入らない場合には屋内安全確保をご検討く

ださい。屋内安全確保を行う場合には、浸水の長期化や孤立によって、水や食料の

補給や体調を崩した場合の処置等に困難が生じるため、必要な備蓄や区役所（所管

課）との連絡体制の確保、最低限必要な照明・トイレ等の準備を整えておくことな

どが必要です。 

○立ち退き避難する際に万一避難が遅れた方や避難場所までの避難が困難な方が発

生した場合の緊急安全確保等として、施設等の浸水しにくい高い場所や近隣の相対

的に高く堅牢な建物等に緊急的に移動することも設定しておきましょう。 

＜避難経路の設定＞ 

○各種ハザードマップ、避難経路となる主要な道路の他、土砂災害ハザードマップの

急傾斜地崩壊危険区域等も参考に安全な避難経路を設定してください。 

○上層階への（一時）避難の場合は、施設内の避難経路について検討を行い、使用す

る階段等を設定しましょう。なお、エレベーターは停電や浸水によって停止するこ

とに留意してください。 

○立ち退き避難の避難経路については、河川などからの氾濫水が到達していなくても、

地面に溜まった雨水による浸水が発生していることも考えられることから、避難す

る人数等も考慮して、可能な限り標高が高い道路を選定しましょう。 

＜避難誘導＞ 

○避難誘導については、時間帯毎（昼夜、休日）に避難する人数、施設職員数等を考

慮して、誘導員の配置や使用する資器材等具体的に定めておいてください。 

○避難場所に誘導するときは、避難場所までの順路、道路状況などについて事前に確

認してください。 

○誘導に際しては、避難者の状況に応じて車での避難など適切な移動手段を活用して

ください。 

○徒歩で立ち退き避難する場合、避難誘導にあたっては、拡声器、メガホン等を活用

し、先頭と最後尾に誘導員を配置しましょう。また、必要に応じて、誘導員は、避

難者が誘導員と識別できるよう誘導用ビブスを着用するように努めてください。 

○避難途中や避難後における利用者の体調の悪化に対する対応方法についてあらか

じめ検討しておいてください。 

○立ち退き避難する際には、ブレーカーの遮断、ガスの元栓の閉鎖等を行うようにし

てください。 

〇避難誘導や施設利用者の引渡しは、家族等への事前説明や訓練等を通じて迅速・確

実に行えるように心がけてください。 

＜各種ハザードマップの閲覧＞ 

○各種ハザードマップは、各区役所で配布しております。また、川崎市 HP の「ガイ

ドマップかわさき」⇒「防災マップ」で閲覧することもできます。 
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（７）避難の確保を図るための施設の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《解説及び留意事項》 

○情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材については、次の表を参考にし

て、各施設の避難行動に応じて検討してください。 

これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めてください。 

区  分 使用する設備及び資器材等 

情報収集・伝

達 

名簿（施設職員、利用者等）、施設内緊急連絡網、ラジオ、タブレット、携帯

電話、懐中電灯、ＦＡＸ等、必要に応じて、トランシーバー、投光器 など 

避難誘導 名簿（施設職員、利用者等）、保護者緊急連絡網、案内旗、タブレット、携帯

電話、懐中電灯、携帯用拡声器、ライフジャケット、車両 など 

備蓄 飲料水、食料、炊事道具、医薬品、寝具、防寒具、おむつ、携帯トイレ な

ど 

  

＜記載例＞ 

７ 避難の確保を図るための施設の整備 

情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材及び備蓄品については次の表の 

とおりとする。 

これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。 

区  分 品目 
非常

持出 
数量 保管場所 

有効期限 

（確認時期） 

情報収集・伝達 

 

（例）名簿、

連絡網 

可 1 事務室 令和××年 ○月 

     

     

     

避難誘導 （例）懐中電

灯 

可 10 事務室、各室 令和××年 ○月 

（例）車両 可 2 駐車場  

     

備蓄品 （例）お米 可 50Kg 保管場所 令和××年 ○月 

     

※ 自衛水防組織を設置する場合には、自衛水防組織の装備品リストを記載する。 

※避難所までの移動手段として車両も考慮してください。ただし、避難所には駐車

場はありません。 
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（８）防災教育及び訓練、報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜記載例＞ 
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《解説及び留意事項》 

○施設管理者等及び施設職員は、平素から研修や訓練を積極的に行い、洪水災害・高

潮災害に関する正しい知識を身に付け、円滑かつ迅速な避難行動ができるようにし

ておきましょう。 

○避難訓練等については、ボランティア団体やＮＰＯ等と協力して、実際に近い形で

行うと効果的です。 

○地震等を想定した情報伝達訓練や避難訓練を実施している施設においては、当該訓

練の場を活用して、洪水災害時・高潮災害時の避難場所、避難経路などについて施

設職員へ周知するのも軽易な訓練のやり方です。 

○６月頃から出水期に入りますので、研修や訓練は５月末頃までに行うようにしまし

ょう。 

〇年間スケジュールとして、毎年度訓練と結果報告を実施していただくために、別紙

扱いとしていますので、本計画上は行うべき大まかな内容を適宜加除訂正し、年間

スケジュールは別紙にて共有等活用ください。 

〇水防法、土砂災害防止法により、施設管理者等は施設利用者の円滑かつ迅速な避難

の確保のための訓練の実施のほか、その訓練実施結果を市長へ報告することが義務

となっていますので、毎年度、市 HP で公開するフォームにて訓練実施結果報告を

行ってください。 

○主な訓練としては、次のようなものがあります。 

・施設や避難経路沿いの各災害リスク及び緊急連絡網の周知 

・防災気象情報や避難に関する情報などの基礎的知識の習得 

・防災体制に応じた活動内容と役割分担の確認 

・情報の収集・伝達要領・避難誘導要領・施設利用者の引渡し要領など 

○自衛水防組織を設置し、情報収集を自衛水防組織の業務とする場合には、情報収集

訓練についての本項での記述を省略することができます。（自衛水防組織について

は次項参照） 

 

 

（９）自衛水防組織の業務に関する事項（自衛水防組織を設置する場合に限る） 

 

 

 

  

＜記載例＞ 

９ 自衛水防組織の業務に関する事項（自衛水防組織を設置する場合に限る） 

（１）円滑かつ迅速な避難を確保するため、別添「○○（施設名）自衛水防組織活動要領」

に基づき、自衛水防組織を設置する。 

（２）自衛水防組織においては、以下のとおり教育・訓練を実施するものとする。 

ア 毎年４月に新たに自衛水防組織の構成員となった施設職員を対象として研修を実

施する。 

イ 毎年５月に行う全施設職員を対象とした訓練に先立って、自衛水防組織の全構成

員を対象として情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。 

ウ 教育・訓練内容は、前項８「防災教育及び訓練」に準じて実施するものとする。 
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《記載例》 

                                 別添 

○○（施設名）自衛水防組織活動要領 

（自衛水防組織の編成） 

第１条 管理権原者（防火・防災管理者が設置されている場合にあっては、当該防火・

防災管理者を管理権原者とする。以下同じ。）は、洪水時・高潮時において避難確保

計画に基づく円滑かつ迅速な避難を確保するため、自衛水防組織を編成するものと

する。 

２ 自衛水防組織には、統括管理者を置く。 

（１）統括管理者は、管理権原者の命を受け、自衛水防組織の機能が有効に発揮でき

るよう組織を統括する。 

（２）統括管理者は、洪水時・高潮時における避難行動について、その指揮、命令、

監督等一切の権限を有する。 

３ 管理権原者は、統括管理者の代行者を定め、当該代行者に対し、統括管理者の任務

を代行するために必要な指揮、命令、監督等の権限を付与する。 

４ 自衛水防組織に、班を置く。 

（１）班は、統括・情報班及び避難誘導班とし、各班に班長を置く。 

（２）各班の任務は、別表１に掲げる任務とする。 

（３）△△室（最低限、通信設備を有する場所とする）を自衛水防組織の活動拠点と

し、統括管理者、統括管理者の代行者及び各班の班長を自衛水防組織の中核とし

て配置する 

 

（自衛水防組織の運用） 

第２条 管理権原者は、施設職員の勤務体制（シフト）も考慮した組織編成に努め、必

要な人員の確保及び施設職員に割り当てた任務の周知徹底を図るものとする。 

２ 特に、休日・夜間も施設内に利用者が滞在する施設にあって、休日・夜間に在館す

る施設職員等のみによっては十分な体制を確保することが難しい場合は、管理権原

者は、近隣在住の施設職員の非常参集も考慮して組織編成に努めるものとする。 

３ 管理権原者は、災害等の応急活動のため緊急連絡網や施設職員の非常参集計画を

定めるものとする。 

 

（自衛水防組織の装備） 

第３条 管理権原者は、自衛水防組織に必要な装備品を整備するとともに、適正な維

持管理に努めなければならない。 

（１）自衛水防組織の装備品は、別表２のとおりとする。 

（２）自衛水防組織の装備品については、統括管理者が○○○○に保管し、必要な点

検を行うとともに点検結果を記録保管し、常時使用できる状態で維持管理する。 

 

（自衛水防組織の活動） 

第４条 自衛水防組織の各班は、避難確保計画に基づき情報収集及び避難誘導等の活

動を行うものとする。 
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《記載例》 

                                別表１ 

自衛水防組織の編成及び任務 

統括管理者 任  務 

○○○○ ・情報収集・伝達、警戒活動、避難誘導、浸水防止活動等について、各班

に対し必要な指示や判断を行います。 
・平常時には、計画や自衛水防組織等の更新、資機材等の点検・整備及び

訓練の企画等の指示を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

自衛水防組織装備品リスト 

班 装    備    品 

統括・情報班 名簿（施設職員、利用者等）、施設内緊急連絡網 

情報収集及び伝達機器（ラジオ、タブレット、トランシーバー、携帯電話等） 

照明器具（懐中電灯、投光器等）など 

避難誘導班 名簿（施設職員、利用者等）、保護者緊急連絡網、誘導の標識（案内旗等） 

情報収集及び伝達機器（タブレット、トランシーバー、携帯電話等） 

懐中電灯、携帯用拡声器、携帯用ライフジャケット、車両 

水、食料、医薬品、寝具、防寒具、雨具、衛生用品など 

 

  

統括管理者代行者 任  務 

○○○○ 統括管理者が不在の場合、統括管理者の業務を代行して

行います。  

総括・ 

情報班 

役職及び氏名 任  務 

班長 ○○○○ ・自衛水防活動の指揮統制、状況の把握、情

報・活動内容の記録 
・洪水予報、高潮予報及び大雨・洪水・高潮に関

する注意報・警報、避難に関する情報等の収集・

伝達 
・関係者及び関係機関との連絡 など 

班員 ○名 

 ○○○○ 

 ○○○○ 

 その他 〇名 

避難 

誘導班 

役職及び氏名 任  務 

班長 ○○○○ ・避難誘導準備及び避難誘導の実施 
・未避難者、要救助者の確認 など 班員 ○名 

 ○○○○ 

 ○○○○ 

 その他 〇名 
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《解説及び留意事項》 

＜自衛水防組織の編成＞ 

○休日・夜間も施設内に利用者が滞在する施設にあっては、休日・夜間に在館する施

設職員等のみによっては十分な体制を確保することが難しい場合は、近隣在住の施

設職員等の非常参集も考慮して編成に努めてください。 

○夜間や休日など、当該施設等の外にいる施設職員等の非常参集にあたっては、氾濫

水の到達時間や今までの浸水実績等を勘案して参集ルートについて浸水の可能性

のある箇所を避けるなど、施設職員等の安全に配慮してください。 

＜報告事項＞ 

○水防法及び同法施行規則の規定に基づき、施設管理者等は、自衛水防組織を置いた

ときは、遅滞なく、当該自衛水防組織の構成員等を市長へ報告してください。 

○報告の内容は、①統括管理者及び同代行者の氏名及び連絡先、②自衛水防組織の要

員の配置、③洪水予報や高潮警報等の伝達を受ける構成員の氏名です。 

＜適用＞ 

○本項は、自衛水防組織を設置しない場合には記載不要です。 
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別紙１ 

令和  年  月  日 

避難確保計画作成（変更）報告書 

 

川崎市長 様 

 

水防法第１５条の３第２項又は土砂災害防止法第８条の２第２項に基づき、別添の

とおり避難確保計画を作成（変更）しましたので、報告します。 

 

施   設   名  

施設の範囲※１（○で囲む） 
社会福祉施設（高齢者施設、障害児・者施設、乳幼児施設等）、 

学校、医療施設、その他  

所   在   地 川崎市   区 

所有者・管理者 

（どちらかに○） 
氏 名 

（フリガナ） 

 

 

担当者の氏名及び連絡先 

 

（フリガナ） 電話番号 

 

ＦＡＸ番号※２ 

 

 

備    考 

 受付 

 

※１ 施設の範囲 

①

社

会

福

祉

施

設 

高齢者施設 
老人福祉センター、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、老人ホーム、介護老人保健

施設、介護療養型医療施設、軽費老人ホーム、軽費老人ホームケアハウス、老人いこい

の家 等 

障害児・者 
施設 

障害者支援施設、障害福祉サービス事業施設、福祉ホーム、聴覚障害者情報文化センタ

ー、視覚障害者情報文化センター、地域療育センター、障害児入所施設、身体障害者福

祉センター、地域作業所、地域活動支援センター、地域生活支援センター、精神障害者

生活訓練施設、小規模通所授産施設、福祉パル、救護施設 等 

児童施設 
認可保育所、認定こども園、地域型保育事業、認可外保育施設（川崎認定保育園、地域

保育園、企業主導型保育事業）、病児・病後児保育施設、乳児院、児童養護施設、児童心

理治療施設、母子・父子福祉センター、母子生活支援施設、一時保護所、児童館 等 
②学  校 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等 等 
③医療施設等 病院、診療所、助産所（すべて有床に限る）等 

※２ 「高齢者等避難」及び「避難指示」等の避難に関する情報を伝達しますので、施設を開設

している時は、従業員が常にＦＡＸを確認できるようにしてください。
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                                     別紙２ 

 令和  年  月  日 

自衛水防組織及び統括管理者等の連絡先（変更）報告書 

 

川崎市長 様 

 

水防法第１５条の３第８項及び水防法施行規則第１７条に基づき、別添のとおり報告

します。 

 

施   設   名 

（共同の場合は、代表施設） 

 

所   在   地 川崎市   区 

所有者・管理者 

（どちらかに○） 
氏 名 

（フリガナ） 変更※１ 登録※２ 

   

自衛水防組織の職務等 氏    名    連 絡 先 変更※１ 登録※２ 

統括管理者     

洪

水

予

報

等

の

伝

達

を

受

け

る

構

成

員 

統括管理者の代行者     

統括・情報班長     

統括・情報班 
〇〇 〇〇 

〇〇 〇〇 
   

統括・情報班 
〇〇 〇〇 

その他 〇名 
   

避難誘導班長     

避難誘導班 
〇〇 〇〇 

〇〇 〇〇 
   

避難誘導班 
〇〇 〇〇 

その他 〇名 
   

自衛水防組織の総数  統括管理者以下   名 

担当者の氏名及び連絡先 

（フリガナ） 電話番号 

 

FAX 番号 

 

 

備     考 
 受付 

※１：変更の場合は○印を記してください。 

※２：「メールニュースかわさき」を登録している場合は、○印を記してください。 
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 ＜参考１＞ 水防法及び水防法施行規則の主な内容 

 ●水防法第１５条抜粋（災害時要配慮者利用施設関連事項のみ） 

（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置）  

第十五条  市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項に規定する市町村防災会議をいい、

これを設置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）は、第十四

条第一項若しくは第二項の規定による洪水浸水想定区域の指定、第十四条の二第一項若しくは第

二項の規定による雨水出水浸水想定区域の指定又は前条第一項の規定による高潮浸水想定区域の

指定があつたときは、市町村地域防災計画（同法第四十二条第一項に規定する市町村地域防災計

画をいう。以下同じ。）において、少なくとも当該洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又

は高潮浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定めるものとする。ただし、第四号ハに掲

げる施設について同号に掲げる事項を定めるのは、当該施設の所有者又は管理者からの申出があ

つた場合に限る。 

一  略  

二  略 

三  略 

四 浸水想定区域（洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域をいう。第

三項において同じ。）内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在

地  

イ 地下街等 略 

ロ 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要す

る者が利用する施設をいう。第十五条の三において同じ。）でその利用者の洪水時等の円滑

かつ迅速な避難の確保を図る必要があると認められるもの 

ハ 大規模な工場その他の施設 略 

２  市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に掲げる事項

を定めるときは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該

各号に定める者への洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。  

一  略  

二  前項第四号ロに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第十五条の三第七項の規定に

より自衛水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構

成員）  

三  略 
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３  略  

 

 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等）  

第十五条の三  第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定めら

れた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮

者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措

置に関する計画を作成しなければならない。 

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、

遅滞なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

３ 市町村長は、第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成し

ていない場合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確

保を図るため必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、

必要な指示をすることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者

が、正当な理由がなく、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。 

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところによ

り、同項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を

行うとともに、その結果を市町村長報告しなければならない。 

６ 市町村長は、第二項又は前項の規定により報告を受けたときは、第一項の要配慮者利用施設

の所有者または管理者に対し、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避

難の確保を図るために必要な助言又は勧告をすることができる。 

７ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同

項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を行う自衛水防組織を

置くよう努めなければならない。 

８ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いた

ときは、遅滞なく、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町村長

に報告しなければならない。当該事項を変更したときも、同様とする。
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●水防法施行規則（災害時要配慮者利用施設関連事項のみ） 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項）  

第十六条  法第十五条の三第一項の要配慮者利用施設（法第十五条第一項第四号ロに規定する要

配慮者利用施設をいう。以下同じ。）の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに必要な訓練その他の措置に関する計画においては、次に掲げる事項を定めなければならな

い。  

一  要配慮者利用施設における洪水時等の防災体制に関する事項  

二  要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の避難の誘導に関する事項  

三  要配慮者利用施設における洪水時等の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項  

四  要配慮者利用施設における洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項  

五  自衛水防組織を置く場合にあっては、当該自衛水防組織の業務に関する次に掲げる事項  

イ 水防管理者その他関係者との連絡調整、利用者が避難する際の誘導その他の水災による被

害の軽減のために必要な業務として自衛水防組織が行う業務に係る活動要領に関する事項 

ロ 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練に関する事項 

ハ その他自衛水防組織の業務に関し必要な事項 

六  前各号に掲げるもののほか、要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難

の確保を図るために必要な措置に関する事項  

（自衛水防組織に関する規定の要配慮者利用施設についての準用）  

第十七条  第十三条及び第十五条の規定は、要配慮者利用施設の自衛水防組織について準用す

る。この場合において、同条中「第十五条の二第十項」とあるのは、「第十五条の三第八項」と

読み替えるものとする。  

（統括管理者の設置等） 

第十三条  地下街等の自衛水防組織には、統括管理者を置かなければならない。  

２  統括管理者は、地下街等の自衛水防組織を統括する。  

３  地下街等の自衛水防組織にその業務を分掌する内部組織を編成する場合は、当該内部組織の

業務の内容及び活動の範囲を明確に区分し、当該内部組織にその業務の実施に必要な要員を配置

するとともに、当該内部組織を統括する者を置くものとする。  

（地下街等の自衛水防組織の設置に係る報告事項）  

第十五条  法第十五条の二第十項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。  

一  統括管理者の氏名及び連絡先  
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二  自衛水防組織の内部組織の編成及び要員の配置  

三  法第十五条第一項第一号 に規定する洪水予報等の伝達を受ける構成員の氏名及び連絡先 

＜参考２＞ 高齢者等避難の発令文例  

令和  年  月  日 

【警戒レベル３】高齢者等避難対象住民 様 

川 崎 市 長 

 

警戒レベル３】高齢者等避難の発令について 

 

 〇〇川の〇〇水位観測所において、水位が避難判断水位（レベル３水位）にし到達し、今後も水位が

上昇する見込みであることから、次のとおり、【警戒レベル３】高齢者等避難を発令します。 

1 発令日時 令和  年  月  日 午後  時  分 

2 発令者 川崎市長 

3 対象地域及び対象者 〇〇区 

〇〇丁目、〇〇町、〇〇丁目のうち、浸水想定区域 

対象者：〇〇世帯 〇〇人 

4 避難すべき理由 〇〇川の氾濫による浸水からの住民の身体の保護のため 

5 状況・危険の度合い 〇〇川の氾濫による浸水のおそれ 

6 種別 【警戒レベル３】高齢者等避難 

7 避難の時期 令和  年  月  日 午後  時  分から〇〇観測所の水

位の低下傾向が顕著になるまでの間 

8 避難場所 〇〇小学校、〇〇中学校 

9 避難経路 

（または通行できない経路） 

自宅から避難場所までの経路 

10 住民のとるべき行動や注意事

項 

 

・ハザードマップ等を確認し、洪水浸水想定区域内にお住まい

の、高齢者や障害をお持ちの方など、避難に時間のかかる方は、

避難場所や親戚・友人の家など安全な場所に避難してください。 

・想定される浸水が居室より低い場合は、屋内での安全確保も検

討してください。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内は家屋の倒壊のおそれがあるため立

退き避難してください。 

・飲食物などご自身の状況に合わせて必要な物の持参をお願いし

ます。 

・支所や出張所など場所によっては駐車可能台数が非常に限られ

ております。また、状況に応じて浸水対策のため駐車場を閉鎖す

る施設もありますので、できるだけ公共の交通機関等をご利用く

ださい。 

・ペットと避難する方は、ケージやエサ等の必要な物の持参をお

願いします。人とペットの避難スペースは別になることを御理解

ください。 

11 本件担当者連絡先 危機管理本部 担当 044-200-2890 
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＜参考３＞ 

土砂災害防止法の主な内容（災害時要配慮者利用施設関連事項のみ） 

（警戒避難体制の整備等） 

第八条  市町村防災会議（災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第十六条第一

項の市町村防災会議をいい、これを設置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。次

項において同じ。）は、前条第一項の規定による警戒区域の指定があったときは、市町村地域

防災計画（同法第四十二条第一項の市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、当該

警戒区域ごとに、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一～三（略） 一～三（略） 

四 警戒区域内に、要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防

災上の配慮を要する者が利用する施設をいう。以下同じ。）であって、急傾斜地の崩壊等

が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ

迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場合にあっては、当該要配慮者

利用施設の名称及び所在地 

五・六 （略） 

２・３ 略 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 

第八条の二  前条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた

要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、急傾斜地の崩

壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ

迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなければならな

い。 

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したとき

は、遅滞なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様と

する。 

３ 市町村長は、第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成

していない場合において、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配

慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があると認める

ときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることができ

る。 
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４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理

者が、正当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができ

る。 

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところに

より、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における同項の要配慮者利用施設を利

用している者の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行うとともに、その結果を市町村

長に報告しなければならない。 

６ 市町村長は、第二項又は前項の規定により報告を受けたときは、第一項の要配慮者利用施

設の所有者又は管理者に対し、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配

慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言又は勧告を

することができる。 

 

土砂災害防止法施行規則の主な内容 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項） 

第五条の二  法第八条の二第一項の急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要

配慮者利用施設（法第八条第一項第四号に規定する要配慮者利用施設をいう。以下同じ。）を

利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計

画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

一 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における防災体

制に関する事項 

二 急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利用している

者の避難の誘導に関する事項 

三 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における避難の

確保を図るための施設の整備に関する事項 

四 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合を想定した防災

教育及び訓練の実施に関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配

慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関す

る事項 
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＜参考４＞ 高齢者等避難の発令文例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年 月  日  

 

【警戒レベル３】高齢者等避難対象住民 様 

川 崎 市 長  

 

【警戒レベル３】高齢者等避難の発令について（土砂災害） 

台風第○○号の接近に伴う土砂災害への警戒のため、次のとおり、【警戒レベル３】高齢者等避難を発令し

ます。 

1 発令日時 令和  年 月  日  時  分 

2 発令者 川崎市長 

3 対象地域及び対象者 ○○区内の土砂災害警戒区域 

〇〇丁目、○○丁目、○○丁目 

対象者：○○世帯 ○○人 

4 避難すべき理由 台風第○○号の接近のため 

5 状況・危険の度合い ○○区での土砂災害発生のおそれ 

6 種別 【警戒レベル３】高齢者等避難 

7 避難の時期 令和  年 月  日  時  分から土砂災害発生のおそれが解

消するまでの間 

8 避難場所 ○○小学校、○○中学校 

9 避難経路 

（または通行できない経路） 

自宅から避難場所までの安全な経路 

10 住民の取るべき行動や注意事項 ・ハザードマップ等を確認し、土砂災害警戒区域にお住まいの、高齢

者や障害のある方、乳幼児など、避難に時間のかかる方は、避難場所

や親戚・知人の家など安全な場所に避難してください。 
・自宅周辺の道路の冠水や暴風などにより、外への移動に危険を伴う

場合は、自宅の中で崖とは反対側のより高い階などに避難してくださ

い。  
・飲食物などご自身の状況に合わせて必要な物の持参をお願いしま

す。 
・支所や出張所など場所によっては駐車可能台数が非常に限られて

おります。また、状況に応じて浸水対策のため駐車場を閉鎖する施設

もありますので、できるだけ公共の交通機関等をご利用ください。 
・ペットと避難する方は、ケージやエサ等の必要な物の持参をお願い

します。人とペットの避難スペースは別になることを御理解くださ

い。 
11 本件担当者、連絡先 危機管理本部 担当 044-200-2890 
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＜参考５＞ 洪水予報及び氾濫警戒情報に関する水位観測所・水位 

１ 多摩川及び鶴見川の水位観測所・水位 

河 川 名 
基準水位 

観測所名 
所  在  地 

水防団 
待 機 
水 位 

氾濫 
注意 
水位 

避難 
判断 
水位 

氾濫 
危険 
水位 

計画高 

水 位 

多 摩 川 

石原 調布市多摩川３丁目 4.00 4.30 4.30 4.90 5.94 

田園調布(上) 大田区田園調布 4.50 6.00 7.60 8.40 10.35 

多摩川河口 川崎区殿町 2.30 2.80 － 3.80 3.80 

鶴 見 川 

亀の子橋 横浜市港北区小机町 5.30 5.80 5.90 6.80 8.27 

綱島 横浜市港北区綱島東 3.00 3.50 4.00 4.80 5.40 

末吉橋 幸区小倉 2.20 2.70 － 3.50 3.82 

 

２ 水位周知河川の水位観測所・水位 

河 川 名 
基準水位 

観測所名 
所  在  地 

水防団 
待 機
水 位 

氾濫 
注意 
水位 

避難 
判断 
水位 

氾濫 
危険 
水位 

計画高 

水 位 

矢 上 川 矢上橋 幸区南加瀬 2.60 3.80 4.10 4.80 5.60 

 

河 川 名 
基準水位 

観測所名 
所  在  地 

水防団 
待 機
水 位 

氾濫 
注意 
水位 

避難 
判断 
水位 

氾濫 
危険 
水位 

計画高 

水 位 

三 沢 川 天宿橋 多摩区菅２丁目 2.10 3.20 4.65 5.20 5.20 

平 瀬 川 
平瀬橋 高津区久地 3.50 4.00 4.00 4.60 5.50 

嶋田人道橋 宮前区初山 1.35 1.85 1.85 2.85 3.20 

平瀬川支川 あゆみ橋 宮前区菅生２丁目 0.90 1.30 1.30 1.70 2.20 

ニヶ領本川 長尾橋 多摩区長尾 2.30 2.80 3.35 3.50 3.50 

五 反 田 川 栄橋 多摩区枡形 1.50 2.00 2.00 2.80 3.10 

鶴 見 川 
寺家橋 麻生区早野 2.75 3.50 3.90 4.80 4.92 

岡上橋 麻生区岡上 1.10 2.70 2.80 3.70 3.70 

矢 上 川 西ヶ崎橋 高津区子母口 2.00 3.00 3.35 4.30 4.55 

麻 生 川 新三輪橋 麻生区上麻生７丁目 1.20 2.60 2.60 3.15 4.20 

有 馬 川 東野川 高津区東野川１丁目 1.40 2.40 2.40 3.90 4.00 

真 光 寺 川 矢崎橋 東京都町田市 2.36 2.86 2.86 3.16 3.16 
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＜参考６＞水位観測所位置図 

石原 
▲ 

▲ 
天宿橋 

 
▲ 
栄橋 

 ▲ 
長尾橋 

 

平瀬橋 
▲ 

田園調布(上) 
▲ ▲ 

嶋田人道橋 
 

西ヶ崎橋 
▲ ▲ 

寺家橋 
 

 
▲ 

岡上橋 

新三輪橋 
▲ 

亀の子橋 
▲ 

綱島 
▲ 

矢上橋 
▲ 

多摩川河口 
▲ 末吉橋 

▲ 

矢崎橋 
▲ 

▲ 
東野川 

 

あゆみ橋 
 ▲ 
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＜参考７＞ 

 

 

 

 

 

出典：内閣府 HP「避難情報に関するガイドライン（別冊）（令和８年３月改定）」抜粋 



 
 

＜参考８＞ 

区役所連絡先一覧 

 

区役所 郵便番号 住    所 電  話 Ｆ Ａ Ｘ 

川崎区 210-8570 川 崎 区 東 田 町 8 044-201-3327 044-201-3209 

幸 区 212-8570 幸区戸手本町 1-11-1 044-556-6610 044-555-3130 

中原区 211-8570 中原区小杉町 3-245 044-744-3141 044-744-3346 

高津区 213-8570 高津区下作延 2-8-1 044-861-3147 044-861-3103 

宮前区 216-8570 宮前区宮前平 2-20-5 044-856-3114 044-856-3280 

多摩区 214-8570 多摩区登戸 1775-1 044-935-3146 044-935-3391 

麻生区 215-8570 麻生区万福寺 1-5-1 044-965-5115 044-965-5201 

  



 
 

 

 

 

 

 

  



 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

＜災害時要配慮者利用施設の範囲、防災気象情報、避難に関する情報、情報の収

集、避難行動、避難確保計画、訓練、報告事項に関すること＞ 

川崎市川崎区宮本町１ 川崎市役所本庁舎６階 

川崎市危機管理本部 危機対策部初動対策担当 

   電 話：０４４－２００－２８４１（初動対策担当） 

 ＦＡＸ：０４４－２００－３９７２  

 Ｅ－mail:60kikika@city.kawasaki.jp 

 

＜高潮について、高潮の危険性に関すること＞ 

川崎市川崎区宮本町１ 川崎市役所本庁舎６階 

川崎市危機管理本部 危機対策部危機対策担当 

   電 話：０４４－２００－２９２３（危機対策担当） 

 ＦＡＸ：０４４－２００－３９７２  

 Ｅ－mail:60kikika@city.kawasaki.jp 

 

＜洪水について、洪水予報、洪水の危険性、河川対策に関すること＞ 

川崎市川崎区宮本町１ 川崎市役所本庁舎１７階 

川崎市建設緑政局道路河川整備部河川課 

  電 話：０４４－２００－２９０２ 

 ＦＡＸ：０４４－２００－７７０３ 

 Ｅ－mail:53kasen@city.kawasaki.jp 

 

＜土砂災害・崖地対策に関すること＞ 

川崎市川崎区宮本町１番地 川崎市役所本庁舎１８階 

川崎市まちづくり局指導部 宅地企画指導課 

 電 話：０４４－２００－３０３５ 

   ＦＡＸ：０４４－２００－３０８９ 

Ｅ－mail: 50takuki@city.kawasaki.jp 

 

計画作成様式等の入手方法 

避難確保計画の「てびき」及び「ひな形」と、「避難確保計画作成（変更）報告

書」及び「自衛水防組織及び統括管理者等の連絡先（変更）報告書」のＷｏｒｄ

形式のファイルは、次のとおり市 HP に掲載しておりますので、御活用ください。 

１ 市 HP⇒トップページ⇒防災・防犯・安全⇒制度・支援⇒災害時要配慮者利用

施設における避難確保計画について⇒洪水・内水氾濫・高潮・土砂災害に備え

て（要配慮者利用施設における洪水・高潮時の避難確保計画の作成について） 

２ ＵＲＬ：https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000058043.html 

mailto:60kikika@city.kawasaki.jp
mailto:60kikika@city.kawasaki.jp
mailto:53kasen@city.kawasaki.jp
mailto:50takuki@city.kawasaki.jp
https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000058043.html

